
 
 

戦略的創造研究推進事業 
（社会技術研究開発） 

令和６年度研究開発実施報告書 
 

科学技術イノベーション政策のための科学 

研究開発プログラム 

「原子燃料サイクル政策の受容に対する熟議的アプロー

チ：感情と技術の作用機序に着目して」 
 
 

 
林 嶺那 

（法政大学 教授） 



2 
 

目次 

１．研究開発プロジェクト名 ............................................................................................................. 3 

２．研究開発実施の具体的内容 .......................................................................................................... 3 

２‐１．研究開発目標 ................................................................................................................. 3 
２‐２．実施内容・結果 ............................................................................................................. 4 
２‐３．会議等の活動 ............................................................................................................... 84 

３．研究開発成果の活用・展開に向けた状況 ................................................................................... 86 

４．研究開発実施体制 ...................................................................................................................... 86 

５．研究開発実施者 ......................................................................................................................... 88 

６．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など .......................................................... 90 

６－１．シンポジウム等 ........................................................................................................ 90 
６－２．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など ............................................... 90 
６－３．論文発表 .................................................................................................................... 90 

（１） ............................................................................................................................................ 90 
６－４．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） ............................................... 90 

（１）招待講演 .............................................................................................................................. 90 
（２）口頭発表 .............................................................................................................................. 90 
（３）ポスター発表 ...................................................................................................................... 90 

６－５．新聞／TV報道・投稿、受賞等 .................................................................................. 90 
（１）新聞報道・投稿 ................................................................................................................... 90 
（２）受賞 ..................................................................................................................................... 90 
（３）その他 ................................................................................................................................. 90 

６－６．知財出願（出願件数のみ公開） ............................................................................... 90 
（１）国内出願（0件） ................................................................................................................. 90 
（２）海外出願（0件） ................................................................................................................. 90 

 
 
 

 
  



3 
 

１．研究開発プロジェクト名 
原子燃料サイクル政策の受容に対する熟議的アプローチ：感情と技術の作用機序に着目して 
 
２．研究開発実施の具体的内容 
 
２‐１．研究開発目標 

本プロジェクトの達成目標は以下の6つである。 
① 従来、政策的には十分検討されてこなかった原子燃料サイクルに関わる多様なシナリオ

を設計・評価すること。 
② それらのシナリオに対する市民の選好を今回初めて客観的に把握し、そうした選好の背

景にある感情や技術的要因の作用の仕組み、上位政策および政治的立場等の影響を解明

すること。 
③ 民主的政策過程において重要な役割を果たすアクター間の双方向的な議論、すなわち熟

議が、原子燃料サイクル政策において機能する条件を明らかにすること。 
④ 原子燃料サイクル政策に関する過去の議論と現状の解明を目指すこと。 
⑤ 原子燃料サイクル政策を原子力政策、エネルギー政策、安全保障政策等の上位政策の体

系の中に位置づけること。 
⑥ 以上の知見を社会に向けて発信し、また、それらの知見を組み込んだ政策提言を行うこ

とで、原子燃料サイクル政策への実装を図ること。 
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２‐２．実施内容・結果 
（１）スケジュール 

 
 
（２）各実施内容 

当該年度の到達点①：イギリスのCommittee on Radioactive Waste Management
（CoRWM）、フランスの議会科学技術選択評価局（OPECST）について、科学技術に関する

専門的知見や世論の政策決定過程への統合という観点から比較分析を行った。 
 
実施項目①-1：科学技術に関する専門的知見や世論の政策決定過程への統合という観点から、イ

ギリスとフランスを比較検討 
 
実施内容：日本に導入可能な政策案に関する示唆を得るため、イギリスとフランスにおける原子

燃料サイクルに関わる政策形成・実施について、一定の比較分析を行った。今年度は、イギリス

2025年度
（12ヵ月）

2024年度
（12ヵ月）

2023年度
（12ヵ月）

2022年度
（6ヵ月）研究開発の実施項目

社会科学グループ

(a-1)海外事例の調査

(a-2)政策体系の整理

(a-3)コンジョイント実験を用いた選好

解明

(a-4)ミニパブリックスを用いた熟議の

影響分析

自然科学グループ

(b-1)原子燃料サイクルオプションの

整理・性能評価

(b-2)技術・経済性の評価

ロードマップ作成

(b-3)高レベル廃棄物を発生させない

原子燃料サイクルオプションの検討

政策実装グループ

(c-1)実務家とのネットワーク強化、対外

発信、政策ニーズの吸い上げ

(c-2)日本における経緯と現状

(c-3)ライフサイクルモデルの構築

(c-4)政策提言

市民の選好
データ提供

オプション
評価項目
性能例

オプション
評価項目
への要望

オプション
評価項目
への要望

オプション
評価項目例
性能例

オプション例
評価項目例
性能例

オプション抽出 代表オプション
選定、要素技術
の特定

社会受容評価
項目の決定

オプション
とりまとめ

経済性評価手法
の整備

技術評価データ
ベースの整備

技術評価
ロードマップ作成

経済性評価

技術検討 法的検討

要素技術 概念変更
（必要に応じ）

要素技術 技術評価 経済性評価

オプション
評価項目
性能

性能

事例分析
フィンランド
スウェーデン等

事例分析
スイス
フランス等

追加分析 追加分析

介入デザイン
の検討

評価オプション
の提供

評価オプション
の提供

熟議の影響
分析

エビデンス提供
ニーズ吸い上げ
フィードバック

エビデンス提供
ニーズ吸い上げ
フィードバック

エビデンス提供
ニーズ吸い上げ
フィードバック

エビデンス提供
ニーズ吸い上げ
フィードバック

ネットワーク構築
意見交換

ネットワーク構築
ワークショップ

ネットワーク構築
ワークショップ

ネットワーク構築
公開シンポジウム

各オプションの社会・経済的評価
モデル構築

政策文書
聞き取り

政策文書
聞き取り

政策文書
聞き取り

政策文書
聞き取り

プレ実験

政策提言

選好分析
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とフランスにおける、ナショナルレベルの組織についての検討を順次進めた。すなわち、イギリ

スについてはCoRWMを、フランスについては議会科学技術選択評価局（OPECST）を扱い、

両者の特徴について、一定の比較分析を行った。 
 
期間：2024年4月～2025年3月 
 
実施者：林嶺那（法政大学法学部・教授）、小松崎俊作（広島大学IDEC国際連携機構・特任准

教授）、森川想（東京大学大学院工学系研究科・講師）、木村謙仁（日電力ユニット原子力グル

ープ兼研究戦略ユニット研究戦略グループ・主任研究員） 
 
対象：イギリス、フランス 
 
当該年度の到達点②：コンジョイント実験を用いて、技術的要素が政策受容に及ぼす影響につい

て、専門家と一般市民の間で比較した。また、情報提供を行うことで、一般市民の選好がどのよ

うに変化するのか、についても実験的に検証した。 
 
実施項目②-1：技術的要素が原子燃料サイクル政策の支持に及ぼす影響を、専門家と一般市民の

間で比較するとともに、情報提供によってその影響がどのように変化するのかを検証。 
 
実施内容：2023年度に実施予定であった選好分析を、自然科学グループや政策実装グループか

らのフィードバックを受けつつ、介入デザインを精緻化するため、2024年度に変更した。コン

ジョイント実験を用いて、技術的要素が政策受容に及ぼす影響について、専門家と一般市民の間

で比較した。また、情報提供を行うことで、一般市民の選好がどのように変化するのか、につい

ても実験的に検証した。 
 
期間：2024年4月～2025年3月 
 
実施者：三輪洋文（学習院大学法学部・教授）、林嶺那（法政大学法学部・教授）、小松崎俊作

（広島大学IDEC国際連携機構・特任准教授）、森川想（東京大学大学院工学系研究科・講

師）、横山智哉（学習院大学法学部・教授）、深谷裕司（日本原子力研究開発機構高エネルギー

研究開発領域・グループリーダー）、西原健司（東京工業大学科学技術創成研究院ゼロカーボン

エネルギー研究所・特定教授） 
 
当該年度の到達点③：熟議が人々の認識に与える影響の分析を行うためのデザインを検討した。 
 
実施項目③-1：熟議が、原子燃料サイクル政策に及ぼす影響について検討するための実験的デザ

インについて検討した。 
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実施内容：自然科学グループと社会科学グループの研究を統合し、コンジョイント実験を通じて

明らかとなった人々の選好を踏まえつつ、民主的に展開される熟議が、人々の原子力政策につい

て示す認識に、どういった影響を及ぼすのか、をミニパブリックスを通じて調査するための研究

デザインを検討した。予算制約やロジスティクスの問題から、他者との熟議ではなく、AIとの

対話の効果を検討するべきではないか、との結論を得た。ただし、こうしたAIとの対話が熟議

に相当するのか、については理論的な検討も含めて、再考の余地がある。 
 
期間：2024年4月～2025年3月 
 
実施者：横山智哉（学習院大学法学部・教授）、三輪洋文（学習院大学法学部・教授）、林嶺那

（法政大学法学部・教授）、小松崎俊作（広島大学IDEC国際連携機構・特任准教授）、森川想

（東京大学大学院工学系研究科・講師）、深谷裕司（日本原子力研究開発機構エネルギー研究開

発領域・グループリーダー）、西原健司（東京工業大学科学技術創成研究院ゼロカーボンエネル

ギー研究所・特定教授） 
 
当該年度の到達点④：原子燃料サイクルオプション評価のための社会受容評価項目を決定、技術

評価ロードマップ作成、及び高レベル廃棄物を無くすための技術検討を実施した。 
 
実施項目④-1：原子燃料サイクルオプションの検討 
 
実施内容：R5年度に実施した代表的な原子燃料サイクルオプション設定の結果を受け、技術

的、社会的側面を考慮し、原子燃料サイクルオプションを評価するに適切な評価項目の選定を行

った。 
 
期間：2024年4月～2025年3月 
 
実施者：ヤンジングロン（日本原子力研究開発機構高速炉・新型炉研究開発部門・室長GL）、

松村達郎（日本原子力研究開発機構原子科学研究所）、深谷裕司（日本原子力研究開発機構エネ

ルギ研究開発領域・グループリーダー）、西原健司（東京工業大学科学技術創成研究院ゼロカー

ボンエネルギー研究所・特定教授） 
 
実施項目④-2：技術・経済性の評価、ロードマップの作成 
 
実施内容：技術・経済性評価手法の整備を行った。特に、主要な原子炉、核変換に必要な加速器

施設、多様な分離に必要な化学プロセスなどの要素技術に対し、R５年度作成した技術評価デー

タベースの技術的成熟度を社会実装レベルに成熟さえせるために必要な期間と予算を評価すると

ともに、各原子燃料サイクルオプションを完成させるためのロードマップを作成した。 
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期間：2024年4月～2025年3月 
 
実施者：ヤンジングロン（日本原子力研究開発機構高速炉・新型炉研究開発部門・室長GL）、

松村達郎（日本原子力研究開発機構原子科学研究部所）、深谷裕司（日本原子力研究開発機構エ

ネルギー研究開発領域・グループリーダー）、西原健司（東京工業大学科学技術創成研究院ゼロ

カーボンエネルギー研究所・特定教授） 
 
実施項目④-3：高レベル廃棄物を無くすための検討 
 
実施内容：高レベル廃棄物を無くすオプションに関する技術検討を行った。各要素技術の組み合

わせによるシステム全体としての性能を技術的に評価することにより、各要素技術での性能を評

価し、最終的な処理容量の評価を行った。 
 
期間：2024年4月～2025年3月 
 
実施者：ヤンジングロン（日本原子力研究開発機構高速炉・新型炉研究開発部門・室長GL）、

松村達郎（日本原子力研究開発機構原子科学研究所）、深谷裕司（日本原子力研究開発機構エネ

ルギー研究開発領域・グループリーダー）、西原健司（東京工業大学科学技術創成研究院ゼロカ

ーボンエネルギー研究所・特定教授） 
 
当該年度の到達点⑤：日本における原子燃料サイクル政策に関する議論の経緯と現状の解明を進

めた。 
 
実施項目⑤-1：関係者に対する聞き取り 
 
実施内容：前年度に引き続き、原子燃料政策や原子力事業に関与してきた経歴の持ち主や、原子

力政策の形成過程に知見を有する学識経験者を対象とした聞き取り調査を進めた。既に実施した

ヒアリング結果からも従来の見方に対して一石を投じる知見が得られているが、より幅広い対象

から聞き取りを行うことで、さらにその知見を強固なものとすることができた。最終的に得られ

た知見は論文として取りまとめ、学術誌へ投稿し、2025年3月現在審査中である。 
 
期間：2024年4月～2025年3月 
 
実施者：村上朋子（日本エネルギー経済研究所電力ユニット上級スペシャリスト）、木村謙仁

（日本エネルギー経済研究所電力ユニット原子力グループ兼研究戦略ユニット研究戦略グルー

プ・主任研究員）、松尾雄司（立命館アジア太平洋大学サステイナビリティ観光学部・准教授、

日本エネルギー経済研究所兼任） 
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対象：事業者・学識経験者・官僚経験者等（2023年度 14名、2024年度 5名） 
 
当該年度の到達点⑥：関係者との意見交換の場を設定することで本プロジェクトの成果に対する

フィードバックを獲得するとともに、政策ニーズの吸い上げを実現した。 
 
実施項目⑥-1：関係者とのクローズドな意見交換の場の設定 
 
実施内容：上記成果に対するフィードバックを得るとともに、政策ニーズを吸い上げるため、引

き続き関係者との意見交換を行い、さらなるエビデンスの構築を進めた。 
 
期間：2024年4月～2025年3月 
 
実施者：村上朋子（日本エネルギー経済研究所電力ユニット上級スペシャリスト）、木村謙仁

（日本エネルギー経済研究所電力ユニット原子力グループ兼研究戦略ユニット研究戦略グルー

プ・主任研究員）、松尾雄司（立命館アジア太平洋大学サステイナビリティ観光学部・准教授、

日本エネルギー経済研究所兼任） 
 
対象者：電気事業者 
 
（３）成果 

当該年度の到達点①：イギリスのCommittee on Radioactive Waste Management
（CoRWM）、フランスの議会科学技術選択評価局（OPECST）について、科学技術に関する

専門的知見や世論の政策決定過程への統合という観点から比較分析を行った。 
 
実施項目①-1：科学技術に関する専門的知見や世論の政策決定過程への統合という観点から、イ

ギリスとフランスを比較検討。 
 
成果：今年度は、原子燃料サイクル政策に関わるナショナルレベルの機関として、イギリスの

CoRWMとフランスのOPECSTを扱った。CoRWMは英国政府に対する諮問機関として放射性廃

棄物管理という特定の政策課題に焦点を絞り、公衆討議を制度化することで、社会的な合意形成

を重視している。一方、OPECSTはフランス議会内に設置され、放射性廃棄物を含む広範な科

学技術政策を議員主導で調査し、公聴会などを通じて多様な社会意見を収集・評価したうえで政

策形成に反映させることを目的としている。 
提言先および政策への影響力という観点でも、両機関には差異が見られる。イギリスの

CoRWMは英国政府を直接の提言先としており、その報告や提言は政府の政策決定プロセスに直

接的な影響を及ぼす可能性を有している。一方、フランスのOPECSTは議会内に設置された組

織であるため、提言先は政府ではなく議会であり、政府の政策形成に対する直接的な影響力は限

定的である。ただし、議会での討議や立法過程を通じて間接的に政府政策に対して一定の影響力
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を持つことが特徴である。 
社会的意見の政策プロセスへの取り込み方法について、CoRWMは、公衆討議の場を制度化

し、一般市民や専門家、環境団体を含む多様な利害関係者の参加を積極的に促すことで、幅広い

社会的合意を形成することに力点を置いている。一方、OPECSTは議員主導で調査のテーマを

設定し、そのテーマに関連する専門家や利害関係者などから公聴会を通じて意見を聴取してい

る。このように、前者が直接的かつ多元的な社会的参加を促進しているのに対し、後者は議員を

介して設定された議題に沿った間接的な意見収集を行っている点が特徴である。 
対象とする政策課題の範囲においても、両組織には明らかな違いが存在する。イギリスの

CoRWMは放射性廃棄物の管理という特定の問題に特化しており、そのため、課題に対する分析

や討議が狭く深い専門性を伴っている。一方、フランスのOPECSTは原子力や放射性廃棄物だ

けでなく、科学技術政策全般に関わる広範な課題を扱っている。そのため、課題に対する分析や

提言は、より広く一般的な視野から行われる傾向が強い。このように、専門的で限定的な領域を

深く掘り下げるか、広範で多面的な政策領域を広く扱うかという違いは、日本における政策形成

機関の設計において、特化型・汎用型のいずれを選択するかという観点で重要な示唆を与えてい

る。 
 
当該年度の到達点②：コンジョイント実験を用いて、技術的要素が政策受容に及ぼす影響につい

て、専門家と一般市民の間で比較した。また、情報提供を行うことで、一般市民の選好がどのよ

うに変化するのか、についても実験的に検証した。 
 
実施項目②-1：技術的要素が原子燃料サイクル政策の支持に及ぼす影響を、専門家と一般市民の

間で比較するとともに、情報提供によってその影響がどのように変化するのかを検証。 
 
成果： 
 高度な科学技術を伴う政策、とりわけ核燃料サイクルを含む原子力政策は、その複雑な技術的

性質ゆえに、従来から専門家を中心として議論が進められてきた。しかし、政策が民主的正統性

を持ち、社会で円滑に実施されるためには、市民の理解や支持が不可欠である。そのため、エネ

ルギー政策をめぐる議論においては、専門家と市民の間にある政策選好のギャップを正確に把握

し、適切に対応していくことが重要な課題となる。 
 このような専門家と市民との選好ギャップを埋める手法として、市民への情報提供がしばしば

提唱されてきた。しかしながら、情報提供が実際にどの程度市民の政策選好を変えるのか、その

効果に関する実証的な検討は、いまだ十分とは言えないのが現状である。 
 そこで、本研究では以下の2つの問いを設定した。第一に、「原子燃料サイクル政策に対し

て、専門家と市民の選好はどのように異なるのか」。第二に、「市民への情報提供は、実際に市

民の選好を変化させるのか」。これらの問いについて、コンジョイント実験を用い、日本の一般

市民および原子力政策の専門家を対象に検証を行った。 
コンジョイント実験とは、複数の異なる情報を同時に無作為（ランダム）に組み合わせて提示

することで、それぞれの情報が回答者の選択や評価に及ぼす因果効果を分析できる手法である。
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この方法には主に以下のような長所がある。第一に、一度に複数の情報の効果を調査・比較でき

るため、複雑な政策判断に影響を与える多様な要素の相対的な重要性を明確に把握することが可

能となる。第二に、社会的望ましさバイアス（回答者が社会的に望ましいと考える回答をする傾

向）を低減できるため、回答者の真の選好をより正確に捉えることができる。第三に、機械学習

を適用することにより、どのような情報の組み合わせが最も望ましいと考えられるか、より精度

高く分析することが可能になる。 
 本研究のコンジョイント実験では、原子燃料サイクル政策に関わる情報を、安全性・経済性・

環境負荷・資源電力供給安定性・技術的安全性・決定過程の6つのカテゴリーに分け、合計13の
属性を設定した。そして、これらの属性をランダムに組み合わせて政策案を生成し、各回答者に

提示した上で、それぞれの政策案に対する支持の程度を6段階（「全く支持しない」から「完全

に支持する」まで）で評価させるという方法を採用した。 
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本研究では、2つの実験を通じて検証を行った。研究１では、原子燃料サイクル政策に対する

専門家と市民の選好を比較した。市民を対象とした調査は2025年2月に実施し、日本国内に居住

する18歳から69歳までの一般市民を対象に、PureSpectrum社の提携モニタを用いて調査を行っ

た。回答者の性別・年齢・学歴・地域といった属性については、可能な限り日本の国勢調査の分

布に一致するよう調整し、計2,500名の有効回答を得た。 
一方、専門家を対象とした調査は2024年11月26日から同年12月31日までの期間に、日本原子

力学会に所属する専門家を対象としてメーリングリストを用いて調査を実施した。最終的に130
名の専門家から回答を得た。 
研究２では、市民への情報提供が政策選好に及ぼす影響を検証した。具体的には、研究１の市

民サンプル2,500名を統制群とし、さらに新たに処置群として7,000名を追加した。処置群は14
のグループに分けられ、それぞれ500名ずつが割り当てられた。処置グループ1には原子燃料サ

イクル政策に関する一般的な知識を提供し、処置グループ2から14までの各グループには、政策

選択に関連する13個の属性（安全性・経済性・環境負荷・資源電力供給安定性・技術的安全

性・決定過程など）に関する専門的な知識を個別に付与し、それぞれの情報提供の影響を検証し

備考選択肢例と与える情報今回の案評価項目
原子力規制委員会のCs多量放出頻度目標である1E-6/炉年は0.3%に相当(1E-6*30*100)することから、最小値を
0.1%とした。
IAEA目標1E-5/炉年=3%。
世界で過去に３件の過酷事故が起こっており、実績から推測する値は60%程度。 (2.1E-4*30*100, IEEJ,
https://eneken.ieej.or.jp/data/6276.pdf )。ここに、技術の進歩を加味して、最大値を10%とした。

{0.1%, 1%, 10%}原子炉30基を100年動かした場合の過酷事故の発生確率
*過酷事故例：福島原発事故

安全性

UPZ（Urgent Protective action planning Zone：緊急防護措置を準備する区域）は30km範囲を目安とする。概
ね１～２県に跨る。
東海村人口は3.7万、水戸市26.7万人, 茨城県は287万人。
国内ではサイトによるがおおむね10～100万人程度であるので、100万人を最大値とした。小型炉では、小さな
UPZを目指して開発されていることから、１万人を最小値とした。

{1、10、100以上}万人、または、
{町村、市、県都}

原子力施設の緊急時区域*の住人
*緊急時区域(UPZ)=上記の過酷事故が発生したした場合
に避難・屋内退避する区域)

20¥/kWhは現状の単価に近いが、将来技術では、単価が上昇することを見込み、20¥/kWhを最小値とした。将
来技術では、発電原価が最大＋20¥/kWhされることを仮定し、最大値を40¥/kWhとした。
月の電気料金は、20, 30, 40¥/kWh  と、360kWh/月/世帯から設定した。

{7,500, 10,000, 15,000} ¥/世帯
月
参考：現在は7,000¥/世帯月程度

電気料金経済性

・日本の地層処分では、基準シナリオで0.01mSv/年、変動シナリオで0.3mSv/年以下を目安に設計されている。
また、諸外国では0.1~0.3 mSv/年を設計地としているt。以上から、1mSv/年を最大値とする。
・分離変換技術によって、LLFPが核変換された場合、1/10～1/100になる可能性があるため、最小値を
0.01mSv/年とした。

{0.01, 0.1, 1} (mSv/年)
参考：自然放射能は2.1mSv/年

処分場周辺の将来世代に及ぼす見込みが高い被ばく量環境負荷

・現行の軽水炉サイクル（2km2/サイト）は約50年である。
・直接処分では処分場面積が5倍になるため、処分場の摂家によるが、50年よりも短くなる可能性を考慮し、10
年を最小値とした。
・分離変換の導入により数分の１になる可能性があるため、300年を最大値とした。

｛10, 50, 300} 年１つの処分場の使用可能年数

六ケ所再処理から概算すると、150Lの高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）が7.5万本/100年＝1万m3/100
年発生するので、最大値とする。MA、SrCsの核変換により、高レベル放射性廃棄物とは見なせなくなる可能性
があるため、最小値を1m3とする。
（注：最小値を０とすると、対数内挿できなくなるため、正の値を設定した。）
非放射能の産廃で近いものとして、遮断型処分場の処理量は4500m3/年、すなわち、45万m3/100年
（https://www.nippo.co.jp/98s4_1.htm）

｛1, 100, 1万} (m3/100年)高レベル放射性廃棄物の体積*
* 原子炉30基を100年動かした場合の、高い放射能を持
ち長期間隔離する必要があるもの

それぞれ、SrCs核変換、高速炉やADSによるMA核変換、軽水炉直接処分｛50, 300, 10万} 年高レベル放射性廃棄物が低レベル化するのに必要な期間

備考選択肢例と与える情報今回の案評価項目
・現行技術ではウラン資源の可採年数が135年(Uranium 2020, OECD/NEA)と評価されて
いるため、最小値を100年とした。
・増殖炉では100倍のウラン利用効率となるため、1万年を最大値とした。
・海水ウラン技術では事実上無尽蔵だが、1万年以上は有意ではないと考え、最大値とし
ない。

｛100, 1000, 10000}年資源の可採年数資源・電力供
給安定性

・革新炉は2040～2050年実用化目標が多い (20~30年後)
・次世代再処理は2050～2060年(30～40年後）
・SrCs核変換などのTRL１～３のものは、50年と仮定。
（注 内挿するために、選択肢を範囲から点とした。）

{10, 30, 50} 年実現までにかかる期間技術的実現性

・もんじゅ関連費1兆円、ボーイング787型10年4兆円である。将来技術の実用化にはもん
じゅ以上の費用が掛かる可能性があるため、10兆円とした。
・現行技術に近いものについては、年間のJAEAの開発予算1400億円を参考に、1000億以
下と推測し、最小値を1000億円とした。
（注 内挿するために、選択肢を範囲から点とした。）

{1000億,  1兆, 10兆}円
例：もんじゅ関連費１兆円

実現までにかかる国が負担する開発費用

・現在は実質的に内閣・省庁が編成した専門家からなる委員会か？{国会、関連省庁、立地自治体、住民、
電力会社｝

原子力施設の方針決定において最優先された意見決定過程

・処分における可逆性（Reversibility)に関連する項目を原子力施設全般に拡張した。
・国はは地層処分を進めると同時に、それを変更不能なものとせず、分離変換技術など
の代替処分技術の調査研究を進めることとしている。（総合資源エネルギー調査会放射
性廃棄物WG第１６回会合資料１）

{運転開始までは中止できる, 建設開始ま
では中止できる, 方針決定後は中止でき
ない}

原子力施設運転の撤回

・処分における回収可能性（Retrievability）に関連する項目
・NUMOは、特定放射性廃棄物が最終処分施設に搬入された後においても、安全な管理
が合理的に継続される範囲内で、最終処分施設の閉鎖までの間の廃棄物の搬出の可能性
（回収可能性）を確保する。閉鎖までの期間は50年以上。
・高レベル放射性廃棄物の容器（オーバーパック）の腐食に対する寿命は1000年と評価
されている。その間であれば、ガラス固化体は健全で、再掘削可能であると仮定し、最
大値を1000年とした。

{回収できない, 埋設を終えるまで可能
(50年), 1000年可能}

処分場からの放射性廃棄物の回収
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た。最終的に、研究２は統制群と処置群を合わせて合計9,500名を対象として実施した。 
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 まず、研究１の結果について述べる。下図はランダムに生成された原子燃料サイクルのシナリ

オに対する態度のヒストグラムである。これらのヒストグラムに示されている通り、一般市民と

専門家の賛否の態度は非常に似通っている。 
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Group 1
N=500

Group 2–14
N=500

Random assignment

Information provision
General information on 

fuel cycles

Information provision
General information

+
Topic-specific 

information by group

Conjoint experiment
(2 plans × 5 tasks)
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 次に、一般市民についてのコンジョイント実験の結果をまとめたものが下図である。 

 

 資源可採年数、開発期間以外は、水準間に有意差が存在した。各属性の水準間の差の大きなも

のからまとめたものが以下である。 
1. 過酷事故確率 (0.195) 
2. 電気料金 (0.191) 
3. HLW の低レベル化 (0.152) 
4. 回収可能性 (0.140) 
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5. UPZ 住人 (0.130) 
6. 処分場使用年数 (0.091) 
7. 撤回可能性 (0.085) 
8. 処分場被爆 (0.080) 
9. 最優先された意見 (0.077) 
10. 開発費用 (0.070) 
11. HLW 体積 (0.046) 
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 専門家に対して行ったコンジョイント実験の結果をまとめたものが下図である。 

 

 
 属性間で差が大きなものからリストアップすると以下の通りである。サンプルサイズの関係

で、水準間に有意差があったのは、過酷事故確率、HLW体積、そして撤回可能性のみであっ

た。 
 
1. 過酷事故確率 (0.759) 
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2. HLW 体積 (0.343) 
3. 撤回可能性 (0.311) 
4. 最優先された意見 (0.281) 
5. UPZ 住人 (0.237) 
6. 処分場使用年数 (0.229) 
7. 回収可能性 (0.229) 
8. 開発期間 (0.218) 
 
 市民と専門家に対する効果で有意差があったものは、過酷事故確率、HLW堆積、撤回可能

性、最優先された意見の4つであった。 
 
研究１における専門家と市民の選好比較の結果、次のような傾向が明らかになった。第一に、

政策評価の際に考慮する様々な属性については、概して専門家のほうが市民よりも強く反応する

傾向が見られた。第二に、専門家・市民の両者とも、原子力政策の評価にあたり「過酷事故の確

率」を最も重視した。しかし、その反応の強さについては専門家の方が顕著に大きかった。第三

に、専門家は「高レベル放射性廃棄物（HLW）の体積」を重要視するのに対し、市民において

この要素の重要性は比較的低かった。第四に、市民は「電気料金」を政策評価にあたり強く重視

していたが、専門家にとって電気料金は政策評価の際にほとんど考慮されない項目であった。ま

た、「高レベル放射性廃棄物の低レベル化」に対する関心の程度についても、専門家と市民の間

で大きな差が見られた。第五に、専門家は政策判断の際に「国会の意見」を重視する傾向にあっ

たが、市民にとってこの要素はそれほど重要ではなかった。 
 
 次に、研究２の結果について述べる。まず、情報付与の有効性についてチェックする。下図

は、情報提供を行った群と行わなかった群の、理解度チェックテストの結果の比較である。「関

与する主体」以外では、情報提供は知識クイズの正答率を有意に高めており、情報付与が有効で

あることが示された。 
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 情報提供が原子燃料サイクル政策に対する一般的な支持を高めるかどうかを検討する。下図

は、情報提供をしなかった群と、情報提供をした群で、コンジョイント実験で示された原子燃料

サイクルへの支持態度のヒストグラムを比較したものである。下図に示される通り、両群で、一

般的な支持態度に殆ど差はなく、情報提供が、一般市民の原子燃料サイクル政策一般への支持を

高めるわけではないことが示された。 
 

 
 
 では、情報提供によって、各属性の影響は強まっているのであろうか。全体的に見て、一般市

民は、与えられた情報に関わる属性に強く反応するようになる。ただし、有意差が見られたの

は、UPZ住人と処分場使用年数のみであった。 
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研究２で行った市民への情報提供の効果についての分析から、以下のような知見が得られた。

まず、単純に情報を提供したからといって、市民が原子燃料サイクル政策を無条件に支持するよ

うになるわけではないということが明らかになった。 
一方で、市民は情報を提供されることで、少なくとも短期的には、その情報に関連する特定の

要素を考慮して政策を評価する傾向が強まるということも分かった。しかし、このような情報提

供の影響は、場合によっては市民の「現状維持志向」を高めてしまう可能性もある。 
 以上のことから、情報提供によって市民の政策支持を促すには、単に情報を伝えるだけでな

く、市民にとって理解しやすく説得力のある形で提示することが重要であり、そのような工夫を

することで、より大きな効果が得られる可能性があると考えられる。 
 
 なお、本研究においては、原子力に対する感情についても計測を行っている。今後、感情の高

低に応じて、各属性が有する影響に差異があるのかどうかを検証する予定である。 
 
当該年度の到達点③：熟議が人々の認識に与える影響の分析を行うためのデザインを検討した。 
 
実施項目③-1：熟議により、個人内での態度変化は生み出されるのか。熟議を行うグループの構

成を、原子力政策に対する感情・知識等の点で事前に変化させた場合、熟議の効果はどのように

変容するのか。これらの問いに取り組むための実験的デザインについて検討した。 
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成果： 
熟議実験について、予算制約やロジスティクスの課題から、ミニパブリックスを実施すること

は難しいと判断し、AIとの対話を通じた「熟議実験」を実施できないか検討中である。具体的

には、熟議の中でも「内的熟議（deliberation-within）」に焦点を当てる。内的熟議とは、他者

との議論を行う「外的熟議（deliberation-with）」に対し、個人が内面的に深く熟考を重ねる

プロセスを指す。今回は予算的な制約も踏まえ、内的熟議を中心に研究を進めることとした。 
 既存の内的熟議の研究では、一定のタスクを組み込んだ情報提供型のアプローチが主流である

（Minozzi et al., 2023）。近年の研究（Costello et al., 2024）では、AIとの対話を通じて人々

が陰謀論に対する信念を長期的に低減させることが明らかにされている。この知見を踏まえ、本

研究でも、対照群に加えて「情報提供のみを行う群」と「AIとの対話を行う群」を設定し、そ

の効果を比較検証する計画である。また、現在LLMを活用した原子力分野におけるナレッジマ

ネジメントシステムを開発中の東京科学大学・岡村氏との連携を通じ、AIとの対話システムの

技術的な高度化を図る。 
 検討を進めるにあたっては、扱うテーマを「原子燃料サイクル」にするか、それともより広範

な「原子力政策一般」とするかが大きな論点となっている。原子燃料サイクルをテーマとした場

合、①専門性が非常に高いこと、②社会的な認知度が必ずしも十分ではないこと、③一般市民に

とって自我関与が強くなく、初期態度が形成されにくいことなどの理由から、一般市民を対象と

すると内的熟議が成立しにくくなる可能性が懸念される。そのため、まずはAIを用いた内的熟

議が一般の原子力政策に対する態度形成にどのような影響を与えるのかを確認し、その結果を踏

まえた上で、より専門性の高い原子燃料サイクルをテーマとした実験へ段階的に移行することを

検討している。 
今後のスケジュールとしては、これらの論点について研究チーム内で調整を進め、予備実験を

実施した後、秋頃をめどに本実験を実施することを計画している。 
 
当該年度の到達点④：原子燃料サイクルオプション評価のための社会受容評価項目を決定、技術

評価ロードマップ作成、及び高レベル廃棄物を無くすための技術検討を実施した。 
 
実施項目④-1：原子燃料サイクルオプションの検討 
 
成果： 
4.1 原子燃料サイクルオプションの検討 

R5年度に実施した代表的な原子燃料サイクルオプション設定の結果を受け、技術的、社会的

側面を考慮し、原子燃料サイクルオプションを評価するに適切な評価項目の選定を行った。具体

的な成果を以下に示す。 
 

4.1.1 評価属性の選定 
R5年度の検討においては、原子燃料サイクルに対するステークホルダーのニーズを表現する

際の属性を検討し、安全性や経済性といった7つの属性とこれらに含まれる17の細目を得た。R6
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年度は、コンジョイント実験の本格実施に向けて、適切な属性・細目を絞り込んだ。個々の選定

理由は表中に示すが、以下の点が考慮された。 
 影響が大きく、ステークホルダーの関心が高いと考えられるものを採用する。 
 原子燃料サイクルのオプションによって有意な差が出るものを採用する。 

 
表4.1-1に示すように選定の結果、R5年度に検討した７属性１７項目の中から、ステークホル

ダーの関心度やサイクルオプション間の差異が大きい項目を厳選し、最終的に６属性１３項目に

絞り込んだ。安全性については、過酷事故発生確率および緊急時区域（UPZ）内住民数の２項

目を維持し、事故時の影響範囲と住民の安心感への寄与を重視した。経済性では、ライフサイク

ルコストの比較指標として電気料金を採用した。環境負荷については、処分場周辺の将来世代被

ばく量、処分場の使用可能年数、高レベル放射性廃棄物体積の３項目を選定し、廃棄物管理と処

分場整備の長期的負荷を評価軸に据えた。資源・電力供給安定性はウラン資源可採年数を、技術

的実現性は実用化までに要する期間および開発費用をそれぞれ採用した。さらに、政策決定の柔

軟性を反映するため、方針決定優先者、運転撤回可能性、廃棄物回収可能性の３項目を決定過程

の指標として残した。一方、CO₂発生量や大気汚染による平均余命短縮、国内備蓄年数、核拡散

抵抗性などは、サイクル間の差が小さいと判断して除外した。 
 
表4.1-1 原子燃料サイクルオプションの評価属性の選定結果：7属性17項目⇒6属性13項目 
属性 採否 選定理由 
安全性にかかわる属性 
原子炉30基を100年動かした場合

の過酷事故の発生確率 (過酷事故

例：福島原発事故) 

〇 原子炉の過酷事故による放出放射能は多

く、影響が広範囲に及ぶ。 

原子力施設の緊急時区域*の住人 
*緊急時区域(UPZ)=上記の過酷事

故が発生したした場合に避難・屋

内退避する区域) 

〇 原子炉の過酷事故が及ぼす影響の範囲で、

特に近隣住人にとって関心が高い。 

処分場で想定外の事象が起こる確

率 
× 原子炉に比べて、放出放射能および影響の

範囲が極めて小さい。 
経済性 
電気料金 〇 すべてのステークホルダーで関心が高い。 
環境負荷 
CO2発生量 × 化石燃料に比べて大幅に小さく、サイクル

間の比較では大きな差がでない。 
大気汚染による平均余命の短縮 × 同上 
処分場周辺の将来世代に及ぼす見

込みが高い被ばく量 
〇 被ばく量は小さいが、遠い将来に継続的に

続くため、立地地方では関心が高い。 
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１つの処分場の使用可能年数 〇 処分場の確保・維持に関する懸念を考慮す

るために採用した。 
高レベル放射性廃棄物の体積 〇 廃棄物の発生そのものが減少する革新技術

に対する関心が高い可能性がある。 
高レベル放射性廃棄物が低レベル

化するのに必要な期間 
追加 １万年以上の長期に放射能を有することに

対する懸念を考慮するために追加した。 
資源・電力供給安定性 
資源の可採年数 〇 ウラン資源の観点で持続可能な電源である

かに対しては、関心が高い。 
国内の資源備蓄 × 原子力発電では数年以上の備蓄を持つこと

が一般的であり、サイクル間の比較では大

きな差がでない。 
核拡散抵抗性 
日本が核兵器に使用しうる核物質

を保有している状態 
× 核拡散抵抗性は高度に専門的な技術・政策

知識を要する項目であり、多くのステーク

ホルダーにとって理解しづらい。 
技術的実現性 
実現までにかかる期間 〇 技術の開発段階に対しては、事業者など一

部ステークホルダーの関心が高い。 
実現までにかかる国が負担する開

発費用 
〇 技術の開発費用に対しては、事業者など一

部ステークホルダーの関心が高い。 
決定過程 
原子力施設の方針決定において最

優先された意見 
〇 政策決定プロセスの透明性を評価可能とす

るため採用した。 
原子力施設運転の撤回 〇 政策変更時の柔軟性を定量的に評価可能と

するため採用した。 
処分場からの放射性廃棄物の回収 〇 回収可否が社会的受容性に与える影響を評

価可能とするため採用した。 
 
4.1.2 評価属性の選定結果 

4.1.1節に示した方針に基づき、表4.1-1に示す6属性13項目を選定した。また、新たに選択肢

の設定方法を検討し、コンジョイント実験に適した選択肢を設定した。 
コンジョイント実験に用いる各属性は、基本的に３段階の選択肢を設定し、ステークホルダー

の選好差を明確に検出できるよう設計している。過酷事故発生確率は、規制委目標（0.3%/炉
年）やIAEA目標、過去実績を踏まえて最小0.1%、中間1%、最大10%とした。UPZ内住民数

は、既存大規模原発事例やSMR開発動向から1万人・10万人・100万人を設定した。電気料金は

現行の約20円/kWhを基準に、将来技術でのコスト上昇を想定して7,500円、10,000円、15,000
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円／世帯・月とした。環境負荷指標では、地層処分の安全評価結果を基に被ばく量を0.01、
0.1、1.0 mSv/年の３水準、処分場使用可能年数を10年、50年、300年、高レベル廃棄物体積を1 
m³、100 m³、10,000 m³と設定した。加えて、廃棄物の低レベル化期間は50年、300年、10万
年、資源可採年数は100年、1,000年、1万年の３段階で評価する。技術実現性については、実用

化期間を10年、30年、50年、開発費用を1,000億円、1兆円、10兆円の３水準とした。最後に、

方針決定優先者、運転撤回可能性、廃棄物回収可能性も設定し、政策柔軟性と回収制度の継続性

を評価できるようにした。 
今年度行ったコンジョイント実験はすべて表4.1-2をもとに設問している。 

 
表4.1-2 コンジョイント実験に用いた6属性13項目 
属性 選択肢 選択肢の設定方法 
安全性にかかわる属性 
原子炉30基を

100年動かした

場合の過酷事故

の発生確率 (過
酷事故例：福島

原発事故) 

{0.1%, 1%, 
10%} 

・国内では今世紀中30基程度の原子炉を使うことを想

定した。 
・原子力規制委員会のCs多量放出頻度目標である1E-
6/炉年は0.3%に相当(1E-6*30*100)することから、最

小値を0.1%とした。 
・IAEA目標は1E-5/炉年であり、これは3%に相当す

る。 
・世界で過去に３件の過酷事故が起こっており、ここ

から推測される値は60%程度である。 (2.1E-
4*30*100, IEEJ, 
https://eneken.ieej.or.jp/data/6276.pdf )。ここに、技

術の進歩を加味して、最大値を10%とした。 
原子力施設の緊

急時区域*の住

人 
*緊急時区域

(UPZ)=上記の

過酷事故が発生

したした場合に

避難・屋内退避

する区域) 

{1、10、
100 }万人 
 

・UPZ（Urgent Protective action planning Zone：緊

急防護措置を準備する区域）は30km範囲が目安とさ

れている。これは、概ね１～２県に跨る。 
・例えば、東海原発で東海村人口は3.7万、水戸市26.7
万人, 茨城県は287万人。 
・国内ではサイトによるがおおむね10～100万人程度

である。そこで、100万人を最大値とした。 
・小型炉では、小さなUPZを目指して開発されている

ことから、数集落を想定し、１万人を最小値とした。 
経済性 
電気料金 
*目安は7,000¥/
世帯月程度 

{7,500, 
10,000, 
15,000} ¥/世

・現状の単価は送電量をふくめて20¥/kWh程度であ

る。 
・将来技術では、単価が上昇することを見込み、

https://eneken.ieej.or.jp/data/6276.pdf
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帯月 20¥/kWhを最小値とした。 
・SrCsの分離変換や、安全性の極めて高い小型炉など

では、発電原価が最大＋20¥/kWhされることを仮定

し、最大値を40¥/kWhとした。 
・月の電気料金は、20, 30, 40¥/kWh と、360kWh/月
/世帯から設定した。 

環境負荷 
処分場周辺の将

来世代に及ぼす

見込みが高い被

ばく量 
*自然放射能は

2.1mSv/年 

{0.01, 0.1, 1} 
(mSv/年) 
 

・地層処分の安全評価における地下水シナリオの結果

を将来世代の被ばくとみなす。 
・日本の地層処分では、基準シナリオで0.01mSv/年、

変動シナリオで0.3mSv/年以下を目安に設計されてい

る。また、諸外国では0.1~0.3 mSv/年を設計地として

いる。以上から、1mSv/年を最大値とする。 
・分離変換技術によって、I129、Cs135などを含む

LLFPが核変換された場合、1/10～1/100になる可能性

があるため、最小値を0.01mSv/年とした。 
１つの処分場の

使用可能年数 
｛10, 50, 
300} 年 

・六ヶ所再処理工場で再処理総量を32,000tHMに対応

して１処分場の面積を仮定する。（おおよそ、2km2/
サイト） 
・これは、軽水炉30基、50年運転に相当するので、標

準的な使用可能年数を50年とする。 
・直接処分では処分場面積が数倍になるため、50年よ

りも短くなることを想定し、10年を最小値とした。 
・分離変換の導入により必要な処分場面積が数分の１

になる可能性があるため、300年を最大値とした。 
高レベル放射性

廃棄物*の体積 
* 原子炉30基
を100年動かし

た場合の、高い

放射能を持ち長

期間隔離する必

要があるもの 

｛1, 100, 1
万} (m3/100
年) 

・原子炉30基100年運転では、6万トンの使用済み燃料

が発生する。これは、150Lの高レベル放射性廃棄物

（ガラス固化体）が7.5万本に相当し、1万m3/100年の

発生量となる。これを最大値とする。 
・MA、SrCsの核変換により、高レベル放射性廃棄物

とは見なせなくなる可能性があるため、最小値を1m3

とする。 
（注：最小値を０とすると、対数内挿できなくなるた

め、正の値を設定した。） 
・参考情報：非放射能の産廃で近いものとして、遮断

型処分場の処理量は4500m3/年、すなわち、45万
m3/100年（https://www.nippo.co.jp/98s4_1.htm）  
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高レベル放射性

廃棄物が低レベ

ル化するのに必

要な期間 

｛50, 300,  
10万} 年 

・天然ウランの潜在的放射性毒性を下回るのに必要な

期間を、低レベル化に必要な期間と言い換える。 
・軽水炉直接処分では、10万年である。 
・MA核変換によってアクチノイドの寄与がなくな

り、300年以下となる。 
・FPの中で支配的なSr90とCs137の核変換を実施する

のに必要な期間を50年とし、これを最小値とする。 
資源・電力供給安定性 
資源の可採年数 ｛100, 

1000,  
1万} 年 

・現行技術ではウラン資源の可採年数が135年
(Uranium 2020, OECD/NEA)と評価されているた

め、最小値を100年とした。 
・増殖炉では100倍のウラン利用効率となるため、1万
年を最大値とした。 
・海水ウラン技術では事実上無尽蔵だが、1万年以上

は有意ではないと考え、最大値としない。 
技術的実現性 
実現までにかか

る期間 
{10, 30, 50} 
年 

・革新炉は2040～2050年実用化目標が多い (20~30年
後) 
・次世代再処理は2050～2060年(30～40年後） 
・SrCs核変換などのTRL１～３のものは、50年と仮

定。 
・これらを参考に10～50年と設定した。 

実現までにかか

る国が負担する

開発費用 
例：もんじゅ関

連費１兆円 

{1000億, 1
兆, 10兆} 円  
 

・もんじゅ関連費1兆円、ボーイング787型10年4兆円

である。将来技術の実用化にはもんじゅ以上の費用が

掛かる可能性があるため、10兆円とした。 
・現行技術に近いものについては、年間のJAEAの開

発予算1400億円を参考に、1000億以下と推測し、最小

値を1000億円とした。 
決定過程 
原子力施設の方

針決定において

最優先された意

見 

{国会、関連

省庁、立地

自治体、住

民、電力会

社｝ 

・考えられるステークホルダーを列記した。 

原子力施設運転

の撤回 
{運転開始ま

では中止で

きる, 建設

・処分における可逆性（Reversibility)に関連する項目

を原子力施設全般に拡張した。 
・国は地層処分を進めると同時に、それを変更不能な
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開始までは

中止できる, 
方針決定後

は中止でき

ない} 

ものとせず、分離変換技術などの代替処分技術の調査

研究を進めることとしている。（総合資源エネルギー

調査会放射性廃棄物WG第１６回会合資料１） 

処分場からの放

射性廃棄物の回

収 

{回収できな

い, 埋設を

終えるまで

可能(50年), 
1000年可能} 

・処分における回収可能性（Retrievability）に関連す

る項目 
・NUMOは、特定放射性廃棄物が最終処分施設に搬入

された後においても、安全な管理が合理的に継続され

る範囲内で、最終処分施設の閉鎖までの間の廃棄物の

搬出の可能性（回収可能性）を確保する。閉鎖までの

期間は50年以上。 
・高レベル放射性廃棄物の容器（オーバーパック）の

腐食に対する寿命は1000年と評価されている。その間

であれば、ガラス固化体は健全で、再掘削可能である

と仮定し、最大値を1000年とした。 
 
実施項目④-2：技術・経済性の評価、ロードマップの作成 
 
4.2 技術・経済性の評価、ロードマップの作成 

技術・経済性評価手法の整備を行った。特に、主要な原子炉、核変換に必要な加速器施設、多

様な分離に必要な化学プロセスなどの要素技術に対し、R5年度作成した技術評価データベースの

技術的成熟度を社会実装レベルに成熟さえせるために必要な期間と予算を評価するとともに、各

原子燃料サイクルオプションを完成させるためのロードマップを作成した。具体的な成果を以下

に示す。 
 
4.2.1. 経済性評価データベースの見直し 
 ロードマップ作成には各要素技術を完成させるために必要とする開発期間と費用が必要となる。

そのため、昨年度まで実施した経済性評価データベースの改良を行った。 
文献調査を行い、新たに追加された文献を表 4.2-1に示す。 
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将来計画,JAERI-M 85-066, 1985 年6 月 
- 

[67] K. Shibata, O. Iwamoto, T. Nakagawa, N. Iwamoto, A. Ichihara, S. 
Kunieda, S. Chiba, K. Furutaka, N. Otuka, T. Ohsawa, T. Murata, 
H. Matsunobu, A. Zukeran,S. Kamada, and J. Katakura, "JENDL-
4.0: A New Library for Nuclear Science and Engineering," J. Nucl. 
Sci. Technol. 48(1), 1-30 (2011). 

- 

[68] Yuji Fukaya, Shohei Ueta, Tomohiko Yamamoto, Yoshitaka 
Chikazawa, and Xing L.Yan, Toxicity Reduction with Total 
Volume Control in Nuclear Waste, NUCLEAR TECHNOLOGY, 
208, 335–346 (2022). 

- 

 
【１―３５】：調査対象文献 
【３５―５４】：新規追加文献 
【５５―６８】：経済性単価評価以外の追加文献 
 
〇：本調査の対象技術について参照可能な記述があるため、詳細調査が行われた文献 
×：スクリーニング調査で参考となる記述がなかったため詳細調査に進まない文献 
 
また、調査した評価結果は評価された時期が異なるためエスカレーション補正が必要となる。こ

のため、今年度データベースを更新する際にも、昨年度の調査結果を含めてエスカレーション補

正を行う（表4.2-2）。 
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表 4.2-2 対象文献におけるエスカレーション補正 
番号 発行年 補正方法 評価年 経過 

年数 
補正 
係数 

[1] 2020 記載なし 2000 23 1.97 

[2] 2002 エスカレーション率3% 2000 23 1.97 

[3] 2004 （参考値のみのため不要） － － － 

[4] 2011 割引率0、1、3、5% 2011 12 1.43 

[5] 2022 割引率0、1、3、5% 2020 3 1.09 

[6] 2021 割引率3% 2021 2 1.06 

[8] 2014 記載なし 2014 9 1.30 

[15] 2017 エスカレーション率０（不変米ド

ル） 
2017 6 1.19 

[16] 2019 記載なし 2019 4 1.13 

[17] 2014 割引率3%（2006年評価） 2011 12 1.43 

[19] 2022 評価時点へ現在価値換算（割引等の

記載なし） 
2022 1 1.03 

[20] 2006 割引率2% 
建設単価低減、設備利用率及び燃焼

度向上による発電原価低減を考慮 

2050 － 1.00 

[35] 2005 記載なし 2005 18 1.70 

[47] 2011 記載なし 2005 19 1.75 

[49] 2014 記載なし 2014 10 1.34 

[51] 2024 割引率３％ 2020 4 1.13 

[53] 2011 割引率３％ 2011 13 1.47 

[54] 2024 記載なし 2024 0 1 

 
※太文字部は今年度の追加部分である。  
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 更新された経済性単価評価データベースを表 4.2-3にまとめる。エスカレーション率は3%と

し、また為替レートは150円/$として昨年度の調査結果も再計算した。 
 
表 4.2-3 技術要素ごとの単価 

 要素技術 
番

号 
単価 

備考 
補正前 補正後 

資
源 

従来ウラン 

① 7,500 15,246 p.239、公称値（\/kgU） 

② 4,500 9,148 
p.211、「採鉱・粉砕」の公称値

（¥/kgU） 

⑮ 20,850 25,643 
p.x、「採鉱・粉砕」の平均値

（¥/kgU）。製錬を含む。 

海水ウラン ⑯ 25,000 28,982 
到達の可能性の高いコスト

（¥/kg-U） 

劣化ウラン 
（貯蔵） 

①  540 1,098 
p.243、「長期貯蔵＞劣化ウラ

ン」の公称値（¥/kgU） 

②  540 1,098 
p.211、「劣化ウランの長期貯

蔵」の公称値（¥/kgU） 
回収ウラン 
（貯蔵） 

①  540 1,098 
p.243、「長期貯蔵＞再処理ウラ

ン」の公称値（¥/kgU） 

回収MOX 
（貯蔵） 

① 6,300,000 12,806,603 
p.243、「長期貯蔵＞Am」の公称

値（¥/kgHM） 
製
錬 

従来型製錬 ⑮ 20,850 25,643 
p.x、「採鉱・粉砕」の平均値

（¥/kgU）。採鉱から製錬までを

含む。 
転
換 

従来型転換 

①  750 1,525 p.239、公称値（\/kgU） 

②  750 1,525 p.211、公称値（\/kgU） 

⑮ 1,950 2,398 p.x、平均値（¥/kgU） 

㊾ 10,000 13,439 
p.23、回収Uの転換の単価

（¥/kgU） 

㊾ 30,000 40,317 
p.23、天然ウランのUH6 価格

（円/kgU） 
濃
縮 

従来型濃縮 

① 15,000 30,492 p.239、公称値（\/SWU） 

② 12,000 24,394 p.211、公称値（\/SWU） 

⑮ 18,750 23,060 p.x、平均値（¥/SWU） 
再
転
換 

従来型再転換 ⑮ (>7,500) － 
p.D1-20、劣化Uの再転換

（$5+/kgU）より最低1オーダー
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上（¥/kgU） 

(60,150) － 
p.x、平均値。燃料製造を含む

（¥/kgU） 
成
形
加
工 

U燃料 

① 37,500 76,230 p.239、公称値（¥/kgHM） 

④ 271,000 397,973 
p.10、電力各社の調達実績

（¥/kgU） 
② 37,500 76,230 p.211、公称値（¥/kgHM） 

⑮ 60,150 73,977 
p.x、平均値。再転換を含む

（¥/kgU） 

⑤ 315,000 354,535 
p.123、電力各社の調達実績

（¥/kgU） 

金属燃料 ① 390,000 792,790 
p.239、「FR金属」の公称値

(¥/kgHM) 

MOX燃料 

① 187,500 381,149 p.239、公称値（¥/kgHM） 

④ 415,000 609,441 p.10、総事業費（\/kgHM） 

⑧ 

187,500 251,984 p.10、上段：「MOX」

「MOX+Np」の公称値

（$/kg）、下段：「MOX＋MA]
の公称値（$/kg） 

225,000 302,381 

⑮ 169,950 209,017 p.x、平均値（¥/kgHM） 

㉟ 37,500 65,756 
p.147、建設費／（処理容量✕40
年）（\/kgHM） 

㉟ 59,000 103,457 
p.147、建設費／（処理容量✕40
年）、（簡易ペレット：年間処理

量50HMt/y）（¥/kgHM） 

㉟ 22,538 39,521 
p.147、建設費／（処理容量✕40
年）、（簡易ペレット：年間処理

量200HMt/y）（¥/kgHM） 

MA燃料 ① (1,650,000) (3,354,110) 
暫定的にADS-MA燃料の成形加工

費用と同様と想定 
発
電 

軽
水
炉 

U燃料 

③ 
(7.5) － p.11、ワンススルーシナリオ及び

再処理シナリオ（¥/kWh） (8.2) － 

㊼ 2.9 5.1 
P.13、2050年時点の最小値

（¥/kWh）。評価では2005年時

点の金銭価値を想定。 
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㊼ 4.8 8.4 
P.13、2050年時点の最大値

（¥/kWh）。評価では2005年時

点の金銭価値を想定。 

② 5.7 11.6 
p.219、ワンススルー(スキーム1)
の「Cost of Energy」（¥/kWh） 

㊾ 5.9 7.9 
p.23、回収U転換事業の説明で参

照された原子力発電単価

（¥/kWh） 

○53 8.9 13.1 
p.47、費用評価の下限値

（¥/kWh） 

⑤ 11.5 12.9 
p.95、燃料はMOXを含む、政策

経費を含む（¥/kWh） 

○51 11.5 12.9 
p.4、燃料はMOXを含む、政策経

費を含む（¥/kWh） 

○54 12.6 12.6 p.12（¥/kWh） 

MOX燃料 

③ (8.2) － 
p.11、プルサーマルシナリオ

（¥/kWh） 

⑤ 11.5 12.9 
p.95、燃料はUOXを含む、政策

経費を含む（¥/kWh） 

○54 13.4 13.4 p.12（¥/kWh） H
TG

R 
U燃料 

⑰ 
5.8 8.5 左記評価（2011年度）は2006年

度評価（⑱）の更新版(¥/kWh) 6.4 9.4 

⑲ 7.9 8.4 
p.124。評価ではMOXを含むが、

殆ど影響ないためU燃料の値とす

る（3/13JAEA殿コメント） 

MOX燃料 ⑲ (7.9) (8.4) 
p.124。評価ではMOXを含むが、

殆ど影響ないため参考値とする

（3/13JAEA殿コメント） FBR 

金属燃料 
⑳ 

2.5 2.5 p.175、図3.3.7からの読み取り値

（¥/kWh） 2.6 2.6 

○54 18.1 18.1 p.12（¥/kWh） 

MOX 
燃料 

③ 
(5.1) － p.11、直接処分（ワンススルー）

（¥/kWh） (5.3) － 

⑧ 
5.6 7.5 p.25。単価の違いは燃料組成の違

いによる（¥/kWh） 5.8 7.8 
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⑳ 

2.2 2.2 
p.175、図3.3.7からの読み取り値

（¥/kWh）。FBRサイクルシス

テムの導入時期（2050 年ごろ）

の評価であるため評価時期の補正

をしない。 
2.7 2.7 

㊼ 3.1 5.4 

P.13、2050年の導入時点の初号

機（first of a kind：FOAK）

（¥/kWh）。評価では2005年時

点の金銭価値を想定。 

㊼ 2.8 4.9 

P.13、2050年の導入時点以降の

将来（Nth of a kind：NOAK）

（¥/kWh）。評価では2005年時

点の金銭価値を想定。 
○54 18.1 18.1 p.12（¥/kWh） 

低減速軽水炉 
⑳ 3.4 3.4 

p.171、図3.3.2（水冷却炉）から

の読み取り値（¥/kWh）。 

○54 12.8 12.8 p.12（¥/kWh） 
中
間
貯
蔵 

集中中間貯蔵 
(乾式) 

① 

ウラン燃料  p.241、「中間貯蔵」の公称値。

固定費と年間費用に分かれてい

る。（¥/kgHM） 
(固定)  

7,500 15,246 
(年間)  

750 1,525 
MOX燃料  

(固定)  

13,500 27,443 
(年間)  

1,125 2,287 

② 9,000 18,295 
p.211、「使用済ウラン燃料の中

間貯蔵（標準2年間）」の公称値

（¥/kgHM） 
④ 52,000 76,364 p.10、「中間貯蔵」（\/kgU） 

⑧ 

MOX燃料  p.10、「MOXSF」「ADSSF」の

公称値、（$/kgHM）又は

（$/kgHM/y） 
(固定)  

13,500 18,143 
(年間)  

1,125 1,512 
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ADS 
(MA/AmCm) 

 

(固定)  

135,000 181,429 
(年間)  

11,250 15,119 
⑤ 123,000 138,438 p.124、（¥/kgU） 

再
処
理 

PUREX法 

① 120,000 243,935 p.242、公称値（¥/kgHM） 

② 120,000 243,935 p.211、公称値（¥/kgHM） 

④ 411,000 603,567 p.10、「再処理等」（¥/kgU） 

㉟ 78,438 137,542 
p.147、建設費／（処理容量✕40
年）、（六ケ所）、（¥/kgHM） 

金属燃料 
再処理 

① 300,000 609,838 
p.242、「FR金属PYRO」の公称

値（¥/kgHM） 

先進湿式 
再処理 

① 150,000 304,919 
p.242、「先進PUREX」の公称値

（¥/kgHM） 

⑧ 330,000 443,492 
p.10、「FRMOXad.PUREX」の

公称値（¥/kgHM） 

㉟ 32,588 57,143 
p.147、建設費／（処理容量✕40
年）、（NEXT法）（¥/kgHM） 

MA燃料 ① (1,050,000) (2,134,434) 
暫定的にADS-MA燃料の再処理費

用と同様と想定 
処
分
・
保
管 

地
層
処
分 再処理 

④ 110,000 161,539 
p.10、「高レベル放射性廃棄物処

分」（¥/kgU） 

⑮ 750,000 922,405 p.ⅻ、平均値（¥/kgFP） 

⑤ 129,000 145,191 p.129、（¥/kgU） 

直接処分 
④ 

174,000 255,525 
p.10、「直接処分（最小値）」

（¥/kgU） 

201,000 295,175 同上（最大値） 

⑮ 88,050 108,290 p.ⅻ、平均値（¥/kgHM） 

長期保管 
① 

ウラン燃料  p.243、「乾式貯蔵（100年）」の

公称値（$/kgHM） 22,500 45,738 
MOX燃料  

45,000 91,476 
④ (52,000) － p.10、「中間貯蔵」（\/kgU） 
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階
層
型
核
変
換 群分離 

㉟ 884,000 1,550,099 
p.147、建設費／（処理容量✕40
年）（\/kgHM） 

㉟ 2,873,000 5,037,823 

pp.147～149、上の行の建設費に

操業費その他及び廃止費を加えて

（処理容量✕40年）で除した値

（日揮計算値）（¥/kgHM） 

MA燃料製造 

① 1,650,000 3,354,110 
p.239、「ADS燃料」の公称値

（¥/kgHM） 

② 1,650,000 3,354,110 p.216、公称値（¥/kgHM） 

⑧ 1,650,000 2,217,462 p.10、「ADS」の公称値（$/kg） 

㉟ 98,750 173,159 
p.147、建設費／（処理容量✕40
年）（\/kgHM） 

㉟ 652,875 1,144,820 

pp.147～149、上の行の建設費に

操業費その他及び廃止費を加えて

（処理容量✕40年）で除した値

（日揮計算値）（¥/kgHM） 

MA核変換 

② 

(315,000) (640,330) 
p.216、ADS-MA燃焼施設の資本

コスト。ターゲット及び加速器を

除く、（公称値）（¥/kWe） 

(2,250) (4,574) 
p.216、加速器コスト（ターゲッ

ト含む）、（公称値）

（¥/Wbeam） 

⑧ 
0.33 0.45 p.25、発電コスト（中価格）。単

価の違いは燃料組成の違いによる

（¥/kWh） 0.38 0.52 

MA燃料再処理 

① 1,050,000 2,134,434 
p.242、「ADS-fuel PYRO」の公

称値（¥/kgHM） 

② 1,050,000 2,134,434 p.216、公称値（¥/kgHM） 

⑧ 1,050,000 1,411,112 
p.10、「ADS PYRO」の公称値

（p.10） 

㉟ 173,750 304,672 
p.147、建設費／（処理容量✕40
年）（\/kgHM） 
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㉟ 564,750 990,293 

pp.147～149、上の行の建設費に

操業費その他及び廃止費を加えて

（処理容量✕40年）で除した値

（日揮計算値）（¥/kgHM） 

Sr-C
s

核
変
換 

元素分離 ㉟ (2,873,000) (5,037,823) 暫定的に群分離費用と同様と想定 
同位体分離 ㉟ (2,873,000) (5,037,823) 暫定的に群分離費用と同様と想定 
ブランケット 
製造 

① (1,650,000) (3,354,110) 
暫定的にMA燃料の成形加工費用

と同様と想定 

核変換 

⑥ 

Sr-90:  p.342、核種ごとの変換コスト

（電力料金を除く：¥/kg）。 299,000,000 326,725,373 
Cs-137:  

196,000,000 214,174,492 

－ 

Sr-90:  上記の文献⑥p.342の変換コスト

に、日揮で試計算した電気料金を

加算した参考値（¥/kg）。電気料

金の計算は下記参照。 

－ (1,077,582,516) 
Cs-137:  

－ (706,924,492) 
ブランケット 
再処理 

① (1,050,000) (2,134,434) 
暫定的にADS-MA燃料の再処理費

用と同様と想定 
 
※太文字部は今年度の追加部分である。 
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4.2.2ロードマップ作成 
本ロードマップでは、各要素技術が社会実装レベルに達するまでの、機関と費用を評価する。

そのため、TRL(Technology Readiness Level)の定義を検討する。 
 TRLは技術開発がどの段階まで進捗したかを定量的に把握するための尺度であり、1980年代

に米国NASAによって開発された手法である。その後、米国DOE7Fa、仏国CEA、日本の高速

炉開発会議 戦略ワーキンググループ8Fb等でも原子力分野の技術である高速炉及び燃料サイク

ル技術へこのTRLの尺度を適用してきた。 
 本調査においても、各要素技術について、このTRLの定義に基づきこれまでの調査結果に基

づき、技術成熟度を評価する。 
 TRLの定義を表 4.2-4に示す。 
 
表 4.2-4 TRL(Technology Readiness Level)の定義 
技術開発の相対

的なレベル 
TRL TRLの定義 

システムの運転

段階 
9 想定される全ての条件で運転された実システム 

システムの試運

転段階 

8 試験と実証と通じて完成し性能確認された実システム 

7 
フルスケールで、同様な（原型的な）システムを、現実的な環

境において実証しているレベル 

技術の実証段階 6 
工学規模で、同様な（原型的な）システムを、現実的な環境に

おいて検証しているレベル 

技術の開発段階 
5 

実験室規模で、同様なシステムを、現実的な環境において検証

しているレベル 

4 実験室環境で、機器・サブシステムを検証しているレベル 

実現可能性を示

すための研究段

階 

3 
解析や実験によって、概念の重要な機能・特性を証明している

レベル 

2 技術概念・その適用性を確認しているレベル 
基礎技術の研究

段階 1 基本原理を確認しているレベル 

 
 
 
 

 
a Technology Readiness Assessment Guide 
b 現時点で我が国が保有している高速炉サイクル技術に対する評価について ー 技術成熟度

（TRL）評価結果 ー 

https://www.directives.doe.gov/directives-documents/400-series/0413.3-EGuide-04a-admchg1/@@images/file
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/13022278/www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/fr/senryaku_wg/pdf/010_04_00.pdf
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/13022278/www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/fr/senryaku_wg/pdf/010_04_00.pdf


40 
 

IAEA The International Project on Innovative Nuclear Reactors and Fuel Cycles 
(INPRO)9Fc のTechnology Readiness Levels TRLs developed by NASA解説によると、TRL
は、技術成熟度を測り、当該技術開発のうち、現状何がどこまで完了しているのかを示すもので

ある。 
よって、TRLは、当該技術が実現しようとしているプロジェクトに正しいものなのかどう

か、当該技術の適用が当該システムの開発の成功につながるものなのか、当該技術に関する製造

技術が存在し、再現可能なものであるか、といった視点は評価の際に考慮されない。 
 上述の定義と考え方に従い、表 4-16に各既存の要素技術、革新技術のTRLとその根拠を整理

し、おおよその開発費用と開発期間とともに纏めた。 

 
c The International Project on Innovative Nuclear Reactors and Fuel Cycles (INPRO) 
(iaea.org) 

https://nucleus.iaea.org/sites/INPRO/df1/Session%202/13-Beatty.pdf
https://nucleus.iaea.org/sites/INPRO/df1/Session%202/13-Beatty.pdf
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・マトリクス表の作成 
各サイクルオプションに対し、既存の技術も含め、マトリクス表を作成する。そして、革新技

術に関しては、文献調査結果の結果を踏まえて、開発課題の抽出及び開発項目を整理した。

TRLについては、サイクル全般を考慮するのではなく、要素技術単体に着目して検討した。そ

の結果、課題が原子炉にはあまりなく、主に燃料側にあるHTGR（MOX燃料）はTRL3を6に、

低減速軽水炉はTRL4を8に変更した。 
 
・TLR9とするための開発期間、開発費用の概略評価 
前項で作成したマトリクスのTRLを元に、TRL9に到達するまで（TRL8を完了するまで）に

要する開発期間、開発費用の概略評価を行う。評価においては、各要素技術はそれらに設定され

たTRLに丁度到達した段階と仮定し、TRLや単価等に範囲があることなどを考慮して開発期

間、開発費用の最小値の概略評価を行った。 
 
・TRL8までの開発費用、開発期間の参考とするモデルの設定 

新しい技術をTRL9まで開発完了するために必要な開発費用及び開発期間の一般的な参考モデ

ルを設定する。まずは各TRLでの一般的な実施内容や評価対象を表 4.2-5に整理した。これを元

に、規模の違いを考慮して発電炉及び地層処分とそれ以外とで別々にモデルを設定した。設定し

たモデルを表 4.2-6及び表 4.2-7に示す。なお、表 4.2-8に示すように、航空産業でも

TRL3⇒4、TRL4⇒5には5年程度を要するとされており、上記の設定値と同等であることから、

ここで想定したモデルは妥当なものと考えられる。 
 
表 4.2-5 新技術をTRL9にするまでの開発費用・期間の参考モデル 

技術開発

の相対的

なレベル 
TRL TRLの定義 

費用評価対

象 
概算費用 開発期間 

システム

の運転段

階 
9 

想定される全ての条件で運転さ

れた実システム 
対象外 N/A N/A 

システム

の試運転

段階 

8 
試験と実証と通じて完成し性能

確認された実システム 

実証装置運

転費用（人

件費） 
数十億円 ~10年 

7 
フルスケールで、同様な（原型

的な）システムを、現実的な環

境において実証しているレベル 

実証設備 建
設費用 

数千億円 ～10年 

技術の実

証段階 
6 

工学規模で、同様な（原型的

な）システムを、現実的な環境

パイロット

試験装置 製
~数10億円 ~5年 
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技術開発

の相対的

なレベル 
TRL TRLの定義 

費用評価対

象 
概算費用 開発期間 

において検証しているレベル 作費用 

人件費 1億円 

技術の開

発段階 

5 
実験室規模で、同様なシステム

を、現実的な環境において検証

しているレベル 

実験室規模

装置 
1,000万円 

~5年 
人件費 数千万円 

4 
実験室環境で、機器・サブシス

テムを検証しているレベル 

実験室規模

設備 
数百万円 

~5年 
人件費 数千万円 

実現可能

性を示す

ための研

究段階 

3 
解析や実験によって、概念の重

要な機能・特性を証明している

レベル 

実験室規模

設備 
100万円 

~5年 
人件費 数千万円 

2 
技術概念・その適用性を確認し

ているレベル 
人件費 数千万円 1年 

基礎技術

の研究段

階 
1 基本原理を確認しているレベル 人件費 1000万円 1年 

 
表 4.2-6  TRL9までの開発期間、開発費のモデル（発電炉、地層処分） 

TRL 
設備費 
（億円） 

人員 
（人） 

年数 
（年） 

人件費 
(億円) 

TRLあたり 
開発費(億円) 

8 0 50 10 50 50 

7 5,000  0 10 0 5000 

6 50 2 5 1 51 

5 0.1 2 5 1 1.1 

4 0.05 2 5 1 1.05 

3 0.01 2 5 1 1.01 

2 0 2 1 0.2 0.2 

1 0 1 1 0.1 0.1 
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表 4.2-7  TRL9までの開発期間、開発費のモデル（発電炉、地層処分以外） 

TRL 
設備費 
（億円） 

人員 
（人） 

年数 
（年） 

人件費 
(億円/年) 

TRLあたり 
開発費(億円) 

8 
0 20 10 20 20 

7 500  0 10 0 500 

6 50 2 5 1 51 

5 0.1 2 5 1 1.1 
4 0.05 2 5 1 1.05 

3 0.01 2 5 1 1.01 

2 0 2 1 0.2 0.2 

1 0 1 1 0.1 0.1 

 
表 4.2-8 次世代航空機用エンジンの研究開発のロードマップ（例） 

 
（文献[63]） 
 
・モデル比の設定 
各要素技術において、モデルとの比率（モデル比）を設定し、要素技術のTRLに対応する開

発期間、開発費用にモデル比を乗じて必要な開発期間、開発費用を評価する。モデル比は、実証

施設の建設費の情報がある場合は、モデルにおけるTRL7の実証施設建設費用との比を用いる。

実証施設の情報がなく、商用施設の情報がある場合は、商用施設の建設費から実証施設の建設費

を設定する。商用施設から実証施設の建設費を設定するときは、基本的に生産量を1/100（地層

処分のみ1/1000）とし、0.6乗則を用いる（1/100の場合は約0.063、1/1000の場合は約0.016を



44 
 

乗じる）。TRL7又は8の要素技術は海外で実証施設を建設済の項目もあるが、ここでは統一的

な方法で概略評価を行うため、今後日本で建設することを想定した評価を行った。 
 
実証施設、商用施設ともに建設費の情報がない場合は、まず建設費の情報があっても出るとの

日を設定できる要素技術の中から基準となる要素技術（基準要素技術）を設定する。基準要素技

術と評価対象の要素技術との単価の比を、基準要素技術のモデルとの比率に乗じたものを評価対

象のモデル比とする。単価は3.3項の調査結果の内、各要素技術のうち最大の値を用いた。 
 
実証施設又は商用施設の建設費からモデル比を計算した要素技術を表 4.2-9に示す。文献中に

商用施設の建設費として直接使用できる情報がなく、計算値を用いた要素技術を添付1に示す。

実証施設又は商用施設の情報がなく、単価比からモデルとの比率を計算した要素技術を表 
3.2-10に示す。 
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表 4.2-9 実証施設又は商用施設の建設費から計算したモデル比 
 

  要素技術 
商用施設 
建設費 
（億円） 

実証施設 
建設費 
（億円） 

実証施設 
建設費 
時間補正 
（億円） 

モデル比 
（-） 

備考 

資源 海水ウラン   1,972  124  246  0.49  
商用施設：U捕集量1,200t/y（建設費として捕集材40,000t分を単価から計算：文献

[45]、p.79）。今後必要な費用にはTRL8における実証施設の係留費が含まれる

（添付１参照）。 

成形加工 MA燃料   790  50  87  0.17  商用/実証施設はADS-MA燃料製造と同様と想定 

発電 ＨＴＧＲ  
U燃料 - 3,127  3,317  0.66  実証施設はGTHTR300: 電気出力約300MW（文献[19]） 

MOX燃料 - 3,127  3,317  0.66  実証施設はGTHTR300: 電気出力約300MW（文献[19]） 

再処理 MA燃料再処理 1,390  88  154  0.31  商用/実証施設はADS-MA燃料再処理と同様と想定 

処分・保管 地層処分 
再処理 45,182  716  716  0.14  

実規模処分施設：軟岩系及び硬岩系の平均かつ第一種及び第二種の合計（文献

[55]） 

直接処分 - - 1,332  0.27  
実規模処分施設：直接処分／HLW処分費用の比を用いて最新の直接処分費用を算

出（添付1参照） 

階層型 
核変換 

群分離   1,768  112  196  0.39  商用施設：処理容量5HMt/y（文献[35]、p.147） 

MA燃料製造  790  50  87  0.17  商用施設：処理容量10HMt/y（文献[35]、p.147） 

MA核変換  1,445  91  122  0.24  商用施設：電気出力270MW（添付１参照） 

MA燃料再処理 1,390  88  154  0.31  商用施設：処理容量10HMt/y（文献[35]、p.147） 

Sr-Cs 
核変換 

元素分離 1,768  112  196  0.39  商用/実証施設は群分離と同様と想定 

同位体分離   1,768  112  196  0.39  商用/実証施設は群分離と同様と想定 

ブランケット製造   790  50  87  0.17  商用/実証施設はADS-MA燃料製造と同様と想定 

Sr-Cs核変換   3,220  203  203  0.41  
商用施設：ビーム出力400MW。２文献の値を合計して求めたため時間補正済の費

用のみ計算（添付１参照） 

ブランケット再処理   1,390  88  154  0.31  商用/実証施設はADS-MA燃料再処理と同様と想定 
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表 4.2-2 単価から計算したモデル比 

  要素技術 単価 単価比 
（-） 

モデル比 
（-） 

成形加工 
金属燃料  792,790  0.24  0.04  

MA燃料（基準） 3,354,110  － － 

発電 

ＨＴＧＲ U燃料（基準） 9.4  － － 

ＦＢＲ 
金属燃料 18.1  1.93  1.28  

MOX燃料 18.1  1.93  1.28  

低減速軽水炉 12.8  1.36  0.90  

再処理 

金属燃料再処理 609,838  0.29  0.09  

先進湿式再処理 443,492  0.21  0.06  

MA燃料再処理（基準） 2,134,434  － － 

 
 
開発期間、開発費の評価結果 
前項までで求めたモデル比を用いてTRL8完了までの開発期間、開発費用を評価した結果を、マ

トリクス表（表 4.2-11）に示す。また、開発のロードマップとしてTRLごとの期間の内訳を表 
4.2-12に示す。 
 



社会技術研究開発 
「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発 プログラム」 

令和６年度 「（プロジェクト名）」 
研究開発プロジェクト年次報告書 
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表 4.2-3 各燃料サイクルオプションの開発課題及び開発項目 
（太文字は本業務の検討対象技術） 

  
要素技術 技術概要10F4 TRL 

 
TRL根拠 課題 開発項目 開発費

用（億

円） 

開発期

間

（年） 

備考 

資

源 

従来ウラン ウラン鉱床での採掘 ９ 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 
－ － 

 

海水ウラン 海水中に存在するウランを

吸着・採取 
6 すでに捕集

実験も実施

済。また、

米国や中国

で大規模な

開発が進め

られてい

る。 

・海水ウランを抽出する際に、捕集材カセット方式を利用する場

合[16] 
重量のある海上構築物の係留費用がコストの約80％を占めること  

・海水ウランを抽出する際に、捕集材カセット方式を利用す

る場合[16] 
捕集システムの軽量化 

557 12 

 

生産スケールが小規模であること[29] 生産スケールの拡大[29] 
抽出コストが経済性目安（130ドル/kg）より高いこと[29] コストの低減[29] 
＜海水中のウランを抽出するために使用されている捕集材の化学

的な課題＞[16], [31] 
捕集材の吸着容量は継続的に向上しているものの、全体的にはま

だ低いレベル 
捕集材が海洋試験に耐えるに十分な構造安定性を持っていないこ

と 
一定回数の溶出・再生処理後、吸着性能と構造安定性を維持し続

けられないこと 
海中には多く存在する微生物がウラン吸着に対して、1）リガン

ドとウランの結合を阻害する、2）材料のリサイクル性能を低下

させる。 
アミドキシム基型捕集材 
機械的強度が低いこと 
H2BHT高分子吸着剤 
海洋投入における材料の安定性とリサイクル性が低いこと 

＜海水中のウランを抽出するために使用されている捕集材の

開発項目＞[16] , [31] 
吸着容量の増加 
 
構造安定性の向上 
一定回数の溶出・再生処理後、吸着性能と構造安定性を維持

し続けられるように改善すること 
生物汚染に強い海水ウラン抽出材料の研究開発 
 
 
アミドキシム基型捕集材 
海水中に浸漬できる捕集材の作製 
H2BHT高分子吸着剤 
海洋投入における材料の安定性とリサイクル性を確保するこ

と 
劣化ウラン 
（貯蔵） 

ウラン濃縮過程で生ずるテ

イルウランの貯蔵 
９ 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 
－ － 

 

回収ウラン 
（貯蔵） 

使用済燃料を再処理して回

収したウランの貯蔵 
９ 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 
－ － 

 

回収MOX 
（貯蔵） 

再処理で回収された酸化プ

ルトニウムと天然ウランま

たは同じく再処理で回収さ

れた減損酸化ウランの混合

物の貯蔵 

９ 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 

－ － 

 

 
4 JAEA、ATOMICA原子力百科事典、https://atomica.jaea.go.jp/index.html, 20240118． 

https://atomica.jaea.go.jp/index.html


社会技術研究開発 
「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発 プログラム」 

令和６年度 「（プロジェクト名）」 
研究開発プロジェクト年次報告書 

 

48 
 

  
要素技術 技術概要10F4 TRL 

 
TRL根拠 課題 開発項目 開発費

用（億

円） 

開発期

間

（年） 

備考 

製

錬 

従来型製錬 ウラン鉱を精製処理する工

程 
９ 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 

－ － 

 

転

換 

従来型転換 ウラン鉱石の精錬により得

られたイエローケーキ（粗

精錬後のウラン化合物）

を、六フッ化ウランに転換

する工程 

９ 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 

－ － 

 

再

転

換 

従来型再転換 ウラン濃縮工程では六フッ

化ウランを用いており、濃

縮終了後に製品ウランを酸

化物に転換する工程 

９ 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 

－ － 

 

成

形

加

工 

U燃料 原料の金属ウランや酸化ウ

ラン粉末などから、燃料ペ

レット（Ｕ燃料、ＭＯＸ燃

料、MA燃料）又は燃料ス

ラグ（金属燃料）等への成

形を経て、所定の燃料棒あ

るいは燃料集合体の形にま

で加工する一連の工程 

９ 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 
－ － 

 

金属燃料 4 U燃料を射

出鋳造で製

造する方法

はすで米国

で実績あ

り。MAを含

むものはま

だ実績はな

い。 

MAを含む燃料を射出鋳造で製造する場合、揮発性の高いAmが蒸

発により失われること[2],[32] 
鋳造システムの過加圧により蒸発を抑制する。[2] 
燃料溶融温度の低下（Zr含有量の低減）、カバーガス圧力の

増加、カバーガス中のAm濃度勾配の低減[32] 
Amの揮発量を低減する鋳造方法（射出鋳造、遠心鋳造、連

続鋳造、重力鋳造）。射出鋳造以外の技術を適用する場合に

は、遠隔操作や自動運転の開発が必要[32] 

24 1 

 

Pu及びMAを含む燃料の熱特性（融点等）の改善[2] 融点が高い非核分裂性金属（Zrなど）の添加[2] 
高濃度のMA又はFPを含む燃料は周辺の線量が高くなり、燃料製

造における作業性が低下すること[2],[15] 
遮へい物の追加、臨界管理、バッチサイズの縮小[2] 
遠隔操作技術[15] ,[32] 

Amを含む燃料の製造後に実施された分析により、Amは黒鉛るつ

ぼ及びイットリアコーティングと選択的に反応していることが示

された。Amとプロセス材料との化学反応についても注意が必要

である [32] 

― 

生産スケールが小規模であること[2], [15], [32] ― 
MOX燃料 ９ 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 
－ － 

 

MA燃料 ４

11F5 
「常陽」 
あるいは 
「Phenix」
の 
照射試験は

MA 取扱いの困難さなどに起因する開発コスト，開発インフラ，

技術の成熟。 
今後，核的影響評価の基礎データ蓄積，予測手法の向上を行

う必要がある。 
100 6 

 

 
5 分離変換技術はどこまで成熟したか？技術成熟度評価に基づく現状整理と提案 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jaesjb/52/12/52_796/_pdf/-char/ja
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要素技術 技術概要10F4 TRL 

 
TRL根拠 課題 開発項目 開発費

用（億

円） 

開発期

間

（年） 

備考 

完了。 

発

電 

軽

水

炉 

U燃料 原子炉圧力容器の中に普通

の水（重水と区別して用い

る場合軽水という）を満た

し、低濃縮ウラン燃料等を

装荷して発電 

９ 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 
－ － 

 

MOX 
燃料 

９ 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 
－ － 

 

Ｈ

Ｔ

Ｇ

Ｒ 

U燃料 炭素や炭化ケイ素で被覆し

たセラミックス被覆粒子燃

料を使い、減速材と炉内構

造材に黒鉛、冷却材にはヘ

リウムガスを用いる 

7 実験炉

HTTR運転

中。 

実験炉での実績を踏まえ、実証炉の開発が必要。 
英国AMRプロジェクトを通じて炉開発を加速するためには、日本

が提案する技術が選定されなければならない12F6。 

実証炉の設計、開発。 
3,350 13 

 

MOX 
燃料 

6 既存技術の

組合せで達

成見通しが

ある。 

燃料の開発、製造と許認可に必要な照射試験データを着実に整備

する必要がある。 
経済性の向上 
設計製作規格、溶接規格、保全規格等の規格基準整備 
革新炉の安全審査等規制システムの整備と国際標準化 
燃料の製造と許認可に必要な照射試験データ取得 
実証炉以降の燃料製造施設、再処理技術等の関連実証設備

13F7 

3,384 17 

 

Ｆ

Ｂ

Ｒ 

金属 
燃料 

高速中性子で核分裂連鎖反

応を維持し、かつ燃焼が進

むとともに炉内の核分裂性

物質の量が増加していく原

子炉。 

6-7 米国EBR-II
で実績あ

り。実験炉

が動いてい

る。 

被覆管材料の選定においては、被覆管と冷却材（特にPb-Bi共晶

合金）との相互作用を考慮する必要がある[2] 
― 

6,452 26 

 

高速中性子格子（fast neutron lattice）は、最も反応性が高いコ

ンフィグレーションにはなっていないため、比表面積（容積と表

面積との比）を小さくするようなコンフィグレーション変更は中

性子の漏えいを低減し、超即発臨界をもたらす可能性がある[2] 

シビアアクシデント評価作業[2] 

FPガスによる燃料スラグのスウェリング及び蓄積したガスの圧力

により、高燃焼度燃料の燃焼度が制限を受ける [2] 
モデリング、開発、通常および電力過渡条件下での照射[2] 

燃料ピンのガスプレナムの大きさが不十分な場合、特に過渡的な

温度上昇時に、蓄積したFPガスの圧力誘起応力により被覆管破損

の可能性がある[2] 

― 

MAのα崩壊及び核変換で発生するHeガスの把握及び定量化[32] 炉外試験又は照射試験[32] 
照射によりMA（特にAm）は希土類元素のような挙動を示し、

Feベースの被覆管材料と反応するため、MA（特にAm）及び希

土類元素を含む燃料の被覆管との化学的相互作用（FCCI）が問

題になる可能性がある [32] 

フェライト鋼で被覆したMA含有燃料の高温での照射試験が

必要[32] 
被覆管内でバリアとなる「ライニング被覆管」の開発。ライ

ナーの信頼性、ライニング方法、エンドプラグ溶接技術の確

立[32] 
燃料に関して以下の想定がされているが、当該想定について実証

が必要である[32] 
 
 

 
6 Advanced Modular Reactor (AMR) Research, Development and Demonstration Programme: Phase B competition (closed to applications) - GOV.UK (www.gov.uk) 
7 革新炉(高速炉(サイクル)、高温ガス炉、＋ＳＭＲ)開発の現状とポテンシャルについて 

https://www.gov.uk/government/publications/advanced-modular-reactor-amr-research-development-and-demonstration-programme-phase-b-competition
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2023/siryo11/1_haifu.pdf
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要素技術 技術概要10F4 TRL 

 
TRL根拠 課題 開発項目 開発費

用（億

円） 

開発期

間

（年） 

備考 

① MAを含まない燃料の溶融及びFCCIの特性が許容範囲の場

合、MAを含む燃料の挙動も許容範囲である 
② MA を含むU-Pu-Zr基合金の安全性能は、MA を含まないU-
Pu-Zr合金に近い 
③ 親物質を含まない金属燃料の過渡挙動は、U-Pu-Zr 燃料に近

い[32] 

① 性能モデリング及び実証試験が必要。 
 
② MAを含む合金の物性データ、Fe基被覆管材料との適合性

に関する炉外模擬試験、照射済燃料ピンを用いた加熱試験 
③照射または未照射の燃料合金の物性測定及び炉外試験。 
 

Pb又はPb-Bi冷却炉の場合、被覆管の破断により、炉内でNa-Pb
金属間化合物の析出や、U-Pb金属間化合物の生成が被覆管の破断

を拡大する可能性がある[32] 

今後の実験が必要[32] 

MAを含む合金の固相線温度や液化開始温度はMAを含まない合金

より低くなる可能性があるため、燃料合金の固相線温度の把握及

び定量化が必要である[32] 

炉外試験又は照射試験[32] 

MOX 
燃料 

7-8 既に実験炉

が運転され

ている 

実験炉につづく、実証炉の実績もある。 経済性の向上 
設計製作規格、溶接規格、保全規格等の規格基準整備 
革新炉の安全審査等規制システムの整備と国際標準化 
燃料の製造と許認可に必要な照射試験データ取得 
実証炉以降の燃料製造施設、再処理技術等の関連実証設備

14F8 

64 13 

 

低減速軽水炉  軽水炉炉心において減速材

(水)の割合（減速材と燃料

の体積比）を減らして、核

分裂によって生まれた高速

中性子をあまり減速させな

いで、比較的高エネルギー

の中性子を利用して核分裂

を起こさせる原子炉 

８

15F9 
概念設計は

固まり、実

用化に向け

て炉の開発

段階。既存

技術の組合

せで達成可

能。 

既存の軽水炉技術をベースに、実際の燃料や炉心の基本設計の加

速が必要。 
軽水炉のPu転換率を高めるため，燃料に対する水の体積比率

を減らした稠密燃料の開発が必要。 
既存の再処理・MOX加工技術を利用可能であるが、燃料ペ

レットサイズ，被覆管・部材等の改造が必要16F10。 
45 9 

― 

中

間

貯

蔵 

集中中間貯蔵 
(乾式) 

原子力発電所から取り出さ

れた使用済燃料を、再処理

されるまでの間、あるいは

処分されるまでの間、発電

所敷地の他の場所、中間貯

蔵施設に貯蔵しておく。乾

式貯蔵とは、内部を不活性

ガスに置換した容器（乾式

キャスク）に収納するこ

と。 

9 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 

－ － 

― 

 
8 革新炉(高速炉(サイクル)、高温ガス炉、＋ＳＭＲ)開発の現状とポテンシャルについて 
9 日立評論 2014年7・8月合併号：核廃棄物の環境負荷を低減する軽水炉システム 
10 高速炉の新たな可能性について 2. 軽水冷却高速炉について 

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2023/siryo11/1_haifu.pdf
https://www.hitachihyoron.com/jp/pdf/2014/07_08/2014_07_08_09.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/kosokuro_kaihatsu/kosokuro_kaihatsu_wg/pdf/013_01_00.pdf
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要素技術 技術概要10F4 TRL 

 
TRL根拠 課題 開発項目 開発費

用（億

円） 

開発期

間

（年） 

備考 

再

処

理 

PUREX法 PUREX法再処理では共除

染工程で核分裂生成物を除

去した後、分配工程でプル

トニウムを分離し、脱硝・

精製工程でウランを回収す

る。 

9 既に実シス

テムが運転

されている 

― ― 

－ － 

― 

金属燃料 
再処理 

金属燃料の再処理には高温

冶金法、高温化学法などと

呼ばれている再処理技術が

適用される。 

7 米国EBR-II
で乾式再処

理実績あ

り。実験炉

の燃料を全

て再処理 

金属燃料の乾式再処理の重要なステップである電解処理は工学的

実験の段階に入っているが、酸化物の低減プロセスや使用済塩の

処理技術の実現性の確認が必要である[2] 

照射済燃料の挙動に関する照射実験に基づくデータの整理、

燃料製造のための射出成型技術の開発[2] 

46 2 

 

ドロス発生量の低減、回収率及び処理量の向上のため、乾式処理

における高温処理に適した構造材料の選定が必要である [2] 
材料の改良を行う）[2] 

効率的なセル建設のため、塩回収工程の理解を深めること、塩回

収工程でのFPの挙動の解明、及びより安価な酸素発生電極の開発

が必要である[2] 

― 

乾式化学プロセスは以下の点で改良が必要である[2] 
① TRU核種の喪失を最小化すること、及び分離された部分の純

度を高めること 
② 複数の分離技術等を組み合わせたアクチニド抽出 
③ 腐食性の高いプロセス媒体に起因する廃棄物 
③  媒体の特性及び処理温度の正確な評価 
⑤ 長寿命FPの分離 

― 

乾式再処理における電気化学処理は、核分裂生成物及びアクチニ

ドが残存しやすい（除染係数が低い）こと[15] 
遠隔操作技術（梱包、貯蔵）[15] 

熱分解電気化学（EC）プロセスのプロセス制御又は保障措置[31] 核分裂性物質の計量手段、核分裂性Puのオンラインモニタリ

ング[31] 
再処理プロセスの妥当性の実証[31] 更なる検討が必要[31] 
生産スケールが小規模であること[2], [15], [31], [32] ― 

先進湿式再処

理 
超Pu核種、発熱性核分裂生

成物核種の137Cs、90Sr、
長寿命核種の99Tc、129Iを
対象とする分離回収技術を

確立するため、従来の

PUREXとは異なる湿式分

離技術の開発が進められて

いる。先進再処理技術の要

素技術は、ウランの選択的

分離、超ウラン元素の混合

３

17F
11 

ベンチスケ

ールでの使

用済み燃料

を用いた試

験を実施す

る等概念開

発段階を終

了 

使用済み燃料を用いた工学スケールユニット試験実施には，新た

な施設建設も含む大幅なインフラ拡充，大量の試料の調達，研究

開発体制を含む技術力の十分な成熟が不可欠。 

使用済み燃料などを用いたベンチスケール試験や模擬物質を

用いた工学スケールのユニット試験などによる要素技術の開

発。 

37 3 

 

 
11 分離変換技術はどこまで成熟したか？技術成熟度評価に基づく現状整理と提案 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jaesjb/52/12/52_796/_pdf/-char/ja
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要素技術 技術概要10F4 TRL 

 
TRL根拠 課題 開発項目 開発費

用（億

円） 

開発期

間

（年） 

備考 

回収、超プルトニウム元素

及びランタノイド元素の抽

出分離、発熱性核分裂生成

物の分離等で構成される。 
MA燃料再処

理 
使用済MA核変換燃料中に

残ったMA元素を分離回収

し、再び燃料として使用す

ること 

３

18F
12 

ベンチスケ

ールでの使

用済み燃料

を用いた試

験を実施す

る等概念開

発段階を終

了 

使用済み燃料を用いた MA 分離の工学スケールユニット試験や

再処理で回収された MAを用いた工学スケールの燃料製造の実施

には，新たな施設建設も含む大幅なインフラ拡充，大量の MA 
試料の調達，研究開発体制を含む技術力の十分な成熟が不可欠。 

使用済み燃料などを用いたベンチスケール試験や模擬物質を

用いた工学スケールのユニット試験などによる要素技術の開

発。 

117 12 

 

処 
分 
・ 
保 
管 

地

層

処

分

19
F
13 

再処理 放射性廃棄物を、地下数百

メートルの安定な地層岩盤

中に建設された処分場に、

再び地表に取出す意志なし

に永久に収納し、人間によ

る管理から外した状態にお

くこと 

6 地下研究所

で実証中。 
地層処分に好ましい特性が確認できる可能性が高い地下環境を保

有するサイトの特定。 
国民理解・地域理解の取得。 

地層処分施設の設計・開発。 
731 4 

 

直接処

分 
7 フィンラン

ドで実シス

テムを建設

し、実証

中。 

地層処分に好ましい特性が確認できる可能性が高い地下環境を保

有するサイトの特定。 
国民理解・地域理解の取得。 

地層処分施設の設計・開発。 

1,345 5 

 

長期保管 放射性廃棄物の貯蔵（保

管）とは、放射性廃棄物を

長期的に管理して置いてお

くこと 

９ 処分を前提

としている

実システム

が既に運転

されている 

― ― 

－ － 

 

階

層

型

核

変

換 
シ

ス

テ

ム

20

群分離 使用済核燃料の再処理に伴

って発生する高レベル放射

性廃液中の元素や放射性核

種を半減期、元素の化学的

性質、利用目的等に応じて

いくつかの群に分離回収す

ること 

３ ベンチスケ

ールでの使

用済み燃料

を用いた試

験を実施す

る等概念開

発段階を終

了 

実験室規模でのホット試験、工学規模でのコールド機器開発、模

擬高レベル廃液による試験等によって知見を蓄積し、実燃料、実

液による試験の実施可能性を見極めた上で工学規模試験に移行す

る必要がある。 

実廃液試験によりデータの取得を進めるとともに、産業界と

連携して工学規模への展開を見通すための技術開発。 

225 16 

 

MA燃料製造 原料の金属ウランや酸化ウ

ラン粉末などから、燃料ペ

レット（Ｕ燃料、ＭＯＸ燃

４

21F
15 

「常陽」 
あるいは 
「Phenix」

MA 取扱いの困難さなどに起因する開発コスト，開発インフラ，

技術の成熟。 
今後，核的影響評価の基礎データ蓄積，予測手法の向上を行

う必要がある。 100 6 
 

 
12 分離変換技術はどこまで成熟したか？技術成熟度評価に基づく現状整理と提案 
13 わが国における高レベル放射性廃棄物の地層処分の現状･課題について 
15 分離変換技術はどこまで成熟したか？技術成熟度評価に基づく現状整理と提案 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jaesjb/52/12/52_796/_pdf/-char/ja
https://www.numo.or.jp/topics/numo_20221019.pdf
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jaesjb/52/12/52_796/_pdf/-char/ja
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要素技術 技術概要10F4 TRL 

 
TRL根拠 課題 開発項目 開発費

用（億

円） 

開発期

間

（年） 

備考 

F
14 
 
  

料、MA燃料）又は燃料ス

ラグ（金属燃料）等への成

形を経て、所定の燃料棒あ

るいは燃料集合体の形にま

で加工する一連の工程 

の 
照射試験は

完了。 

核変換加速器 長寿命放射性核種であるマ

イナーアクチノイド

（MA）を燃料とする未臨

界原子炉を陽子加速器で駆

動するシステム 

３

22F
16 

ADSプラン

ト概念が提

示され，

LBEの基礎

的な流動試

験などを実

施してい

る。 

J-PARC の核変換実験施設計画の下、次の開発ステージに移行し

ていく必要がある。 
加速器の性能・コスト 
ビーム窓の工学的成立性を確証 
未臨界炉心の制御等の炉物理的課題を高い信頼度で解決 
鉛－ビスマス（Pb-Bi）冷却炉の設計及び安全性を高い信頼

度で確証 141 10 

 

MA燃料再処

理 
使用済MA核変換燃料中に

残ったMA元素を分離回収

し、再び燃料として使用す

ること 

３

23F
17 

ベンチスケ

ールでの使

用済み燃料

を用いた試

験を実施す

る等概念開

発段階を終

了 

使用済み燃料を用いた MA 分離の工学スケールユニット試験や

再処理で回収された MAを用いた工学スケールの燃料製造の実施

には，新たな施設建設も含む大幅なインフラ拡充，大量の MA 
試料の調達，研究開発体制を含む技術力の十分な成熟が不可欠。 

使用済み燃料などを用いたベンチスケール試験や模擬物質を

用いた工学スケールのユニット試験などによる要素技術の開

発。 

177 12 

 

Sr 
- 
Cs
核

変

換 
シ

ス

テ

ム 

Sr-Cs元素分

離 
使用済核燃料の再処理に伴

って発生する高レベル放射

性廃液中のSrとCsを分離回

収すること 

３ 実際の高レ

ベル廃棄物

を利用し実

験を実施

済。 

CsとSrの分離技術：溶媒抽出法、イオン交換体吸着法、沈殿処理 
イオン交換体吸着法（抽出クロマトグラフィ）[12],[13],[27],[31] 
酸性溶液からCsとSrの両方を分離できるイオン交換材料が確認さ

れていない 
高い選択性を示すイオン交換体もあるが、機械的な安定性からプ

ロセス用途には利用できなかった。 
ほとんどのイオン交換体の使用はpHによって制限されているた

め、溶液を前処理（濃縮、中和）する必要がある。 
廃棄物が出るため、これを対策しない限りは溶媒抽出法のようが

望ましい。 
 
溶媒抽出法 
抽出効率が高く、選択性の高い、安定で無害かつ安価な溶媒がな

い。 
現在、Sr/Cs抽出に選択されている市販の抽出剤は比較的高い費

 
イオン交換体吸着法（抽出クロマトグラフィ）[12], 
[13] ,[27],[31] 
酸性溶液からCsとSrの両方を分離できるイオン交換材料の開

発 
 
イオン交換体の機械的な安定性の向上 
 
広い範囲のpH値に適応できるイオン交換体の開発。 
 
廃棄物を削減する方法 
 
溶媒抽出法 
抽出効率が高く、選択性の高い、安定で無害かつ安価な溶媒

の開発 

225 16 

表 
3-8
参照 

 
14 群分離・核変換技術評価について（タスクフォースとりまとめ） 
16 分離変換技術はどこまで成熟したか？技術成熟度評価に基づく現状整理と提案 
17 分離変換技術はどこまで成熟したか？技術成熟度評価に基づく現状整理と提案 

https://www.mext.go.jp/content/20211223-mxt_genshi-000019606_1.pdf
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jaesjb/52/12/52_796/_pdf/-char/ja
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jaesjb/52/12/52_796/_pdf/-char/ja
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要素技術 技術概要10F4 TRL 

 
TRL根拠 課題 開発項目 開発費

用（億

円） 

開発期

間

（年） 

備考 

用である。 
既存の方法については、模擬放射性廃棄物や実廃棄物を用いたフ

ローシート試験により、大規模な適用における安全性と実現可能

性を系統的に評価する必要がある。 
溶媒抽出プラントは通常より大規模なプロセス装置を必要とし、

その結果、設置面積と資本投資が大きくなる。 
Csの溶媒抽出分配係数は一般的に小さいため、分離段階が多くな

る。 
抽出溶媒やストリッピング剤は環境や安全性の観点から望ましく

ないことが多い。 
 
沈殿法 
アルカン度が高いため、大量の金属が沈殿することが多く、さら

なる分離または除染工程が必要となる。 
CsとSrを同時に除去することが不可能 

抽出剤のコスト削減 
 
既存の方法については、模擬放射性廃棄物や実廃棄物を用い

たフローシート試験により、大規模な適用における安全性と

実現可能性を系統的に評価すること。 
溶媒抽出プラントの設置面積と資本投資の削減 
 
― 
 
抽出溶媒やストリッピング剤の環境問題や安全性に対する改

善策 
 
沈殿法 
さらなる分離または除染工程を減らすための技術開発 
 
― 

ストロンチウムとセシウムの共抽出について、 
長期的には、ストロンチウムとセシウムの共抽出は廃棄物管理を

容易にするため、優先的に開発されるかもしれないが、このよう

な共抽出技術の複雑さは、プロセス設計と最終的な適用に不確実

性を増すことは間違いない。 
CsとSrを除去するために別々の抽出溶媒を使用する際に、環境問

題、安全性、処理の簡便性と有効性、望ましくない二次廃棄物の

発生という点で不利である。 

 
共抽出技術のプロセス設計と最終的な適用に不確実性を減ら

すこと。 
 
 
CsとSrを除去するために別々の抽出溶媒を使用する際に、環

境問題、安全性、処理の簡便性と有効性、望ましくない二次

廃棄物の発生についての改善策 

 

同位体分離 複数の同位体が混ざった状

態の物質を対象として、特

定の同位体の組成を変化さ

せる作業 

1-2  実験でまだ

成果が出て

おらずその

手前のレベ

ルとする。 

レーザー同位体分離 
SrやCsなどの小さな同位体の吸収スペクトルは非常に小さく、適

用が困難であった。[6] 
Sr-90については適した分子形態が見つからない可能性あり。 
横山氏の実験では、分離が効率的に実施できていない。TRL1～
2。開発課題多数。 

― 225 16 表 
3-8
参照 

ブランケット

製造 
 1 基本原理を

確認してい

るレベル 

基本原理を確認しているレベルのため、未知の開発課題がある。 
Csの場合、Naと性質が類似しており冷却が難しい。 

― 100 7 表 
3-8
参照 

核変換加速器 核変換用中性子発生源とな

る特殊加速器 
1-2 1Aの大電流

加速器はま

だ存在しな

い。 

核変換データが少ないこと。[24] 
核変換法の効率が悪いこと。[24] 
文献[11]にて、長寿命核分裂生成物(LLFP)の核変換のための1Aク

ラスの重陽子線形加速器の概念設計が報告されているが、実用化

に向けた開発はまだ実施されていない。 

多種多様な核変換データを取得すること。[24] 
効率の良い核変換法を模索していくこと。[24] 
大電流１Aクラスの加速器の詳細設計[11] 

233 17 表 
3-8
参照 

ブランケット

再処理 
マルチリサイクル方式によ

るSr-Csブランケット核種

1 基本原理を

確認してい

基本原理を確認しているレベルのため、未知の開発課題がある ― 177 13 表 
3-8
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要素技術 技術概要10F4 TRL 

 
TRL根拠 課題 開発項目 開発費

用（億

円） 

開発期

間

（年） 

備考 

の完全変換 るレベル 参照 
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表 4.2-4  TRL9までの開発ロードマップ（TRLごとの期間の内訳） 
 TRL 1 2 3 4 5 6 7 8 合計 

資源 海水ウラン   6 - - - - - 2.5  4.9  4.9  12  

成形加工 
金属燃料 4 - - - 0.2  0.2  0.2  0.4  0.4  1  

MA燃料   4 - - - 0.9  0.9  0.9  1.7  1.7  6  

発電 

ＨＴＧＲ  
U燃料 7 - - - - - - 6.6  6.6  13  

MOX燃料 6 - - - - - 3.3  6.6  6.6  17  

ＦＢＲ 
  

金属燃料 6-7 - - - - - - 12.8  12.8  26  

MOX燃料 7-8 - - - - - - - 12.8  13  

低減速軽水炉 8 - - - - - - - 9.0  9  

再処理 

金属燃料再処理 7 - - - - - - 0.9  0.9  2  

先進湿式再処理 3 - - 0.3  0.3  0.3  0.3  0.6  0.6  3  

MA燃料再処理 3 - - 1.5  1.5  1.5  1.5  3.1  3.1  12  

処分・ 
保管 

地層処分  
再処理 6 - - - - - 0.7  1.4  1.4  4  

直接処分 7 - - - - - - 3.1  3.1  6  

 
階層型 
核変換  

群分離   3 - - 2.0  2.0  2.0  2.0  3.9  3.9  16  

MA燃料製造 4 - - - 0.9  0.9  0.9  1.7  1.7  6  

MA核変換 3 - - 1.2  1.2  1.2  1.2  2.4  2.4  10  
MA燃料再処理 3 - - 1.5  1.5  1.5  1.5  3.1  3.1  12  

Sr-Cs Sr-Cs元素分離 3 - - 2.0  2.0  2.0  2.0  3.9  3.9  16  
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核変換 同位体分離 1-2 - 0.4  2.0  2.0  2.0  2.0  3.9  3.9  16  

ブランケット製造 1 0.2  0.2  0.9  0.9  0.9  0.9  1.7  1.7  7  

Sr-Cs核変換 1-2 - 0.4  2.0  2.0  2.0  2.0  4.1  4.1  17  

ブランケット再処理 1 0.3  0.3  1.5  1.5  1.5  1.5  3.1  3.1  13  
（TRL7は実証施設の建設期間） 
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実施項目④-3：高レベル廃棄物を無くすための検討 
 
3.3 高レベル廃棄物を無くすための検討(実施項目③-３) 
高レベル廃棄物を無くすオプションに関する技術検討を行った。各要素技術の組み合わせ

によるシステム全体としての性能を技術的に評価することにより、各要素技術での性能を

評価し、最終的な処理容量の評価を行った。具体的な成果を以下に示す。 
 
本概念では、高レベル廃棄物の高レベル放射能のもととなるSr90-Cs137の核変換を検討す

る。核変換システムの概略工程は、原子力機構が提案するSr-Cs核変換システムの概念を

図3.3-1に示した。Sr-Cs核変換システムは、①ターゲット再処理工程、②Sr-Cs元素分離工

程、③ 同位体分離工程、④ターゲット製造工程、⑤加速器による核変換工程から構成さ

れる。 
 

 

図 3.3-1 Sr-Cs核変換で想定する工程 
 
群分離プロセスとSr-Cs核変換プロセスの境界条件を検討する。具体的には、群分離プロ

セスに含まれるSr-Cs分離工程が② Sr-Cs元素分離工程として適用可能かを判断する。 
JAEA殿提案のSr-Cs核変換システムについて、想定される各工程をさらに仔細化(素過程

と定義する)し、それぞれの素過程に求められる機能構成を設定し、評価する。 
1GWe/yearの設備容量を有す原子力発電所から発生する使用済み核燃料中のSr-90および

Cs-137を対象として、Sr-Cs核変換プロセスにおける年間処理量を設定する。それぞれの

素過程における物質収支から、Sr-Cs核変換プロセスのスケール評価を実施する。 
  
群分離プロセス 
JAEAが開発した群分離プロセスを図 3.3-2に示す。高レベル放射性廃液からＴＲＵおよ
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び白金族元素を取り除いた後、ゼオライトおよびチタン酸を用いたイオン交換による吸着

法により、Sr-Cs群を高レベル放射性廃液より分離する。 
ここで使用される向きイオン交換体は、同時にSr-Csの固化体として利用される。つま

り、Sr-Csを吸着した向きイオン交換体をそのまま高温処理することにより、耐熱性や難

溶性に優れた固化体に変換可能であり、二次廃棄物の発生はないとしている。 
よって、群分離技術では、Sr-Cs群をSr-Cs核変換システムに供給することができないた

め、高レベル放射性廃液からSr-Cs群を別の方法により分離する必要がある。 
 

 
図 3.3-2 ４群分離プロセス[64], [65], [66] 
 
Sr-Cs核変換システム機能構成 
当該検討において、Sr-Cs核変換システムは、前段にJAEA殿開発の群分離プロセスの一部

を適用し、高レベル廃液からTRUおよび白金族元素を分離した後の溶液を対象として、Sr
およびCsを分離・回収し、レーザー法を用いて同位体濃縮したのちに核変換させ、消滅さ

せるプロセスとする。 
本検討における前提条件を以下に記載した。 
JAEAから提供された設定値 (図 3.3-3参照) を検討におけるインプット値として使用し

た。 
各工程に対し選定された技術を適用した場合に考えられる素過程に求められる機能に注目

し評価を実施する。そのため、各素過程における実現可能性については本検討において検

討対象外とした。 
また、各工程のスケール評価のために、セシウムおよびストロンチウムの各素過程におけ

る物質収支から考察される各工程の規模感を評価した。 
各素過程における物質収支は、理論的な物質収支する（素過程における処理によるロス等

を考慮しない）。つまり、収率は100%とした。 
同位体分離に適用される方法は、レーザー同位体分離法とし、ストロンチウムに対しては

原子法を、セシウムに対して分子法を適用する。 
加速器による核変換における目標とする核変換率（ブランケット中に含まれる核変換対象

使用済み核燃料再処理・群分離

固化体

希土類元素

高レベル廃液

TRU

Tc-Pt Sr-Cs

ラフィネート (硝酸溶液) ろ液

吸着体

前処理 前処理済 高レベル廃液

沈殿

溶媒抽出 脱硝沈殿 イオン交換

高温処理

選択的逆抽出

Cs: ゼオライト
Sr: チタン酸

その他の元素群

通過液
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核種（Sr-90あるいはCs-137）が中性子照射後に (n,2n) 反応で核変換される割合）を10%
とする。 
 
 

 

図 3.3-3 Sr-Cs物量評価における前提条件および設定値 (JAEA提供資料)  
 
図 3.3-3から、１GWe/yearの設備容量を有す原子力発電所から発生する使用済核燃料 
(SF) は18.8 ton-HM/yである。表 3-1に使用済燃料中のストロンチウムおよびセシウム含

有量を示す。 
本検討では、1年間に発生するSFに含まれるSr-90あるいはCs-137の10％をSr-Cs核変換シ

ステムの処理量として設定した。 
 
表 3.3-5 使用済み核燃料中の含有量（JAEA提供） 

元素/核種 SF 1トン-HM中の含有量 SF 18.8トン-HM/y中の含有量 
Sr 662.3 g/t-HM 12.5 kg/y 
Cs 2517.1 g/t-HM 47.3 kg/y 
Sr-90 199.8 g/t-HM 3.8 kg/y 
Cs-137 662.3 g/t-HM 8.9 kg/y 

 
前提条件を踏まえ検討したプロセスを図 3.3-4に示し、ストロンチウムおよびセシウムの

物質収支について表 3.3-2および表 3.3-3に示した。 
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図 3.3-4 Sr-Cs核変換システム (案) 

使用済み核燃料再処理・群分離

Sr-Cs核変換プロセス

処理工程

生成物

④-3 前処理 (化学形変換)

金属 Sr-90

二次廃棄物

二次廃棄物 (固体)

③-1 前処理 (化学形変換)

②-1 イオン交換

⑤-2 加速器核変換

金属 Sr-90 + α

①-4 溶解

Sr-90 + α 水溶液

Sr 有機溶媒

90Sr 水溶液

金属 Cs-137

④-4 成形加工

ラフィネート (液体)

二次廃棄物 (固体)二次廃棄物 (固体)

二次廃棄物 (固体・気体)

④-2 成形加工

ラフィネート (液体)

①-5 溶媒抽出

Sr-90 有機溶媒

Cs-137 + α 水溶液

①-2 溶媒抽出

Cs-137 有機溶媒

①-3 逆抽出 ①-6 逆抽出 

137Cs 水溶液

二次廃棄物 (液体)

ラフィネート (液体)

③-2 分子法 レーザー

CsI

④-1 前処理 (化学形変換)

金属 Cs-137 ターゲット

二次廃棄物 (液体)

Cs水溶液

③-3 前処理 (化学形変換)

金属Sr

③-4 原子法 レーザー

金属90Sr

金属 Sr-90 ターゲット

脱硝沈殿

②-2 溶離

固化体

高レベル廃液

前処理 前処理済 高レベル廃液 溶媒抽出 ラフィネート (硝酸溶液)

沈殿 選択的逆抽出 Tc-Pt

①-1 溶解

137CsI

⑤-1 加速器核変換

金属 Cs-137 + α

②-4 逆抽出 

Sr 水溶液

希土類元素TRU

通過液 (Sr)

②-3 溶媒抽出

廃棄物処理

ろ液

その他の元素群

吸着体 (Cs)

② Sr-Cs元素分離

③ 同位体分離

④ ブランケット製造

⑤ 核変換

① ブランケット 再処理

⑥ 廃棄物処理
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表 3.3-6 ストロンチウムの物質収支 

 

 
表 3.3-7 セシウムの物質収支 

 

 
 

項目 原料 ①-4 ①-5 ①-6 ②-3 ②-4 ③-3 ③-4 ー ④-3 ⑤-2 単位
化学形 Sr(NO3)2 aq 90Sr水溶液 90Sr有機溶媒 90Sr水溶液 90Sr有機溶媒 Sr水溶液 金属Sr 金属90Sr ー 金属90Sr 金属90Sr

質量 (化学形) 30.1 XX XX XX XX XX 12.5 3.8 ー 3.8 3.4 kg-Sr Chemical/y
質量(元素) 12.5 3.4 3.4 3.4 12.5 12.5 12.5 3.8 ー 3.8 3.4 kg-Sr/y

質量 (ターゲット核種) 3.8 3.4 3.4 3.4 3.8 3.8 3.8 3.8 ー 3.8 3.4 kg-90Sr/y
放射能(ターゲット核種) 1.92E+16 1.73E+16 1.73E+16 1.73E+16 1.92E+16 1.92E+16 1.92E+16 1.92E+16 ー 1.92E+16 1.73E+16 Bq-90Sr/y

Sr残留率※ ー 7% 7% 7% 100% 100% 100% 8% ー 8% 7%
Sr-その他収率 ー 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0% ー 0% 0%
Sr-90収率 ー 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% ー 100% 100%
核変換率 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 10%

状態 水溶液 水溶液 有機溶液 水溶液 固体 水溶液 固体 固体 ー 液体 液体
※SF中の元素を100%とした場合の1回の処理により処理されず残留する割合 (次の工程に持越される割合）

項目 原料 ①-1 ①-2 ①-3 ②-1 ②-2 ③-1 ③-2 ④-1 ④-2 ⑤-1 単位
化学形 CsNO3 aq 137Cs水溶液 137Cs有機溶媒 137Cs水溶液 吸着体 (Cs) CsNO3 aq CsI 137CsI 金属137Cs 金属137Cs 金属137Cs

質量 (化学形) 69.4 XX XX XX XX 69.4 92.5 17.4 8.9 8.9 8.0 kg-Cs Chemical/y
質量(元素) 47.3 8.0 8.0 8.0 47.3 47.3 47.3 8.9 8.9 8.9 8.0 kg-Cs/y

質量 (ターゲット核種) 8.9 8.0 8.0 8.0 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 8.0 kg-137Cs/y
放射能(ターゲット核種) 2.84E+16 2.56E+16 2.56E+16 2.56E+16 2.84E+16 2.84E+16 2.84E+16 2.84E+16 2.84E+16 2.84E+16 2.56E+16 Bq-137Cs/y

Cs残留率※ ー 17% 17% 17% 100% 100% 100% 19% 19% 19% 17%
Cs-その他収率 ー 0% 0% 0% 100% 100% 100% 0% 0% 0% 0%
Cs-137収率 ー 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
核変換率 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 10%

状態 水溶液 水溶液 有機溶液 水溶液 固体 水溶液 固体 固体 液体 液体 液体
※SF中の元素を100%とした場合の1回の処理により処理されず残留する割合 (次の工程に持越される割合）
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図 3.3-4に示したSr-Cs核変換システム構成から、それぞれの工程に求められる機能等を以

下の通り整理した。 
 
ブランケット再処理 
核変換後のそれぞれのブランケットから、残留するSr-90およびCs-137を分離・回収す

る。それぞれのブランケットを溶解し、適切な水溶液として調整したのち、③ ブランケ

ット製造の前処理工程に供給して、それぞれ金属に変換することを想定した。 
機能要求 
核変換処理後の照射済み金属ブランケットから残留しているCs-137あるいはSr-90を分離

回収することブランケット製造工程に供給すること 
機能構成 
セシウム 
‘①-1： 溶解工程 
‘①-2： 溶媒抽出工程 
‘①-3： 逆抽出工程 
ストロンチウム 
‘①-4： 溶解工程 
‘①-5： 溶媒抽出工程 
‘①-6： 逆抽出工程 
プロセス条件 (化学形態、供給量、等) 
核変換処理後の金属セシウムおよびバリウム混合物および金属ストロンチウムおよびイッ

トリウム混合物として、それぞれ供給される 
ストロンチウム (Sr-90のみ)：3.4 kg/year 
セシウム (Cs-137のみ)： 8.0 kg/year 
特記事項 
ここで供給されるストロンチウムおよびセシウムは、群分離プロセスから供給されたスト

ロンチウムおよびセシウムをSr-Cs核変換システムで処理(核変換率10%)した残留分として

物質収支は評価した。 
Sr-Cs核変換システムがより具体化された後に、核変換後の冷却期間の設定、生成した元

素とブランケット元素（Sr-90/Y-89, Cs-137/Ba-136）系での溶媒抽出の可否、等の検討が

必要。 
 
Sr-Cs元素分離 
群分離プロセス供給されるSr-Cs含有溶液を対象として、Sr-Csの分離を行う。 
昨年度実施した論文調査から、セシウムおよびストロンチウムの再処理廃液からの回収に

は、カリックスアレン/クラウンエーテルによる溶媒抽出が有効とされる。しかしながら、

後述する通り、③同位体分離プロセスにおいて、セシウムおよびストロンチウムは別々に

処理されることからセシウムとストロンチウムを別々に回収する必要がある。 
群分離から供給されるSr/Csを含むろ液に対して、イオン交換体による吸着法および溶媒

抽出での回収を想定した。昨年度の調査からイオン交換体による酸性溶液からのセシウム

の分離は多くの実績があるが、ストロンチウムの回収は困難との報告[12]があることか

ら、群分離後のろ液からイオン交換体による吸着法でセシウムを、その通過液から溶媒抽
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出によりストロンチウムを回収することを想定した。 
機能要求 
ストロンチウムおよびセシウムをそれぞれ単体あるいは化合物として分離回収できること,
同位体分離工程に供給できること 
機能構成 
セシウム 
‘②-1： イオン交換吸着工程 
‘②-2： 溶離工程 
ストロンチウム 
‘②-3： 溶媒抽出工程 
‘②-4： 逆抽出工程 
供給条件 (化学形態、供給量、等) 
ストロンチウムあるいはセシウムを含む水溶液として供給される 
ストロンチウム：12.5 kg/year 
セシウム： 47.3 kg/year 
特記事項 
セシウム分離回収に使用されるイオン交換体およびストロンチウム分離回収に使用される

溶媒抽出剤に関する具体的なメディアについては、物質収支計算上不要のため、検討対象

外とした。 
 
同位体分離 
同位体分離法はレーザー同位体分離法を採用する。この場合、Cs-137はCsIによる分子

法、Sr-90は原子法による同位体分離が想定され、セシウムとストロンチウムに対して

別々に同位体濃縮が行われると想定した。 
機能要求 
Cs-137 あるいは Sr-90を同位体濃縮し、分離回収できること、ブランケット製造工程に

供給できること 
機能構成 
セシウム 
‘③-1： 前処理（化学形変換）工程 
‘③-2： 分子法 (CsI) による同位体分離工程 
ストロンチウム 
‘③-1： 前処理（化学形変換）工程 
‘③-2： 原子法 (Sr) による同位体分離工程 
供給条件 (化学形態、供給量、等) 
ストロンチウムあるいはセシウムを含む水溶液として供給される 
ストロンチウム：12.5 kg/year 
セシウム： 47.3 kg/year 
特記事項 
原子法 (ストロンチウム) および分子法 (セシウム) の実現可能性 (同位体分離プロセスへ

の供給方法、回収方法、収率等) について、理論的および実験的な考察が今後必要とな

る。 
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ブランケット製造 
ストロンチウムに対して、原子法による同位体分離プロセスが適用されるため、Sr-90は
そのまま金属Sr-90として回収される。そのため、ターゲット製造においては、必要に応

じて成形加工のみ要求されると想定した。 
セシウムに対して、分子法による同位体分離プロセスが適用されるため、Cs-137はCsIの
形で回収される。そのため、ブランケット製造では、例えば溶融塩電解を使用した金属

Cs-137の回収を想定した。 
機能要求 
遠隔操作での運転が可能なこと、加速器のブランケットとして供給できること 
機能構成 
セシウム 
‘④-1： 前処理（化学形変換）工程 
‘④-2： 成形加工工程 
ストロンチウム 
‘④-3： 成形加工 
供給条件 (化学形態、供給量、等) 
ストロンチウムは同位体濃縮された金属ストロンチウムとして供給される、セシウムは同

位体濃縮されたヨウ化セシウムとして供給される 
ストロンチウム：3.8 kg/year 
セシウム： 8.9 kg/year 
特記事項 
セシウムは室温で液体状となる（融点：28.4 °C）ため、ターゲットは液体金属となると

想定される 
 
加速器核変換 
製造されたSr-90あるいはCs-137金属ブランケットに中性子を照射し、それぞれSr-89ある

いはCs-136に核変換し、安定同位体であるY-89あるいはBa-136を生成させる。 
 
機能要求 
重水素ビーム (400 MeV, 1 A) をLiターゲットに照射し、14 MeVの中性子を発生させるこ

と、Sr-90あるいはCs-137金属ブランケットに発生させた中性子ビームを照射すること 
核変換率 10%を達成できること 
機能構成 
‘⑤-1： 加速器核変換工程 
‘⑤-2： 加速器核変換工程 
供給条件 (化学形態、供給量、等) 
ストロンチウムは同位体濃縮された金属ストロンチウムとして供給される、セシウムは同

位体濃縮された金属セシウムとして供給される 
ストロンチウム (Sr-90のみ)：3.8 kg/year 
セシウム (Cs-137のみ)： 8.9 kg/year 
特記事項 
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核変換後の核種（Sr-89およびCs-136）およびそれらの核種から壊変した娘核種（Y-89お
よびBa-136）に対する核反応を考慮する必要の可能性あり 
核反応：(n, 2n) 反応で発生する中性子による核変換の可能性を考慮する必要の可能性あ

り 
 
廃棄物処理 
各工程から二次廃棄物 (運転廃棄物) が発生する。気体、液体、固体状の廃棄物が想定さ

れる。廃棄物起源は使用済み核燃料のため、TRU廃棄物としての取り扱いが必要となる可

能性が高い。 
 
加速器による核変換反応の評価について 
本検討における核変換反応の評価方法について、以下にまとめた。 
前提条件 
ターゲットから発生した中性子は漏洩せず、すべてブランケットに入射される 
発生中性子はブランケット中にて Cs-137との(n,2n)反応で消費される（ここでは、(n,2n)
反応以外の反応は考慮しない） 
核変換後の核種（Sr-89およびCs-136）およびそれらの核種から壊変した娘核種（Y-89お
よびBa-136）による(n,2n)反応への影響は考慮しない 
(n,2n) 反応で発生する増倍中性子による核反応は考慮しない 
 
ターゲット核反応 
6Li + D → T + 4He + n 
7Li + D → T + 4He + 2n 
 
Sr-90ブランケット核反応：(n, 2n) 反応 
90Sr + n → 89Sr + 2n 
89Sr → 89Y + β- 
 
Cs137ブランケット核反応：(n, 2n) 反応 
137Cs + n → 136Cs + 2n 
136Cs → 136Ba + β- 
 
ブランケットのサイズイメージ 
本解析では、ブランケットのサイズ自体は、上流の再処理と加速器の量的関係で決まるた

め、ここでは、形状を考えずにゼロ次元（集中定数モデル）で扱うものとする。本モデル

では、発生中性子の漏洩は考えないので、すべての中性子が反応するものとする。 
 
中性子フラックス 
重水素ビーム（200 MeV/u）をリチウムターゲットに照射した際に得られる中性子収率は

3.74と報告されている[68]。 
ここで、発生した中性子ビーム断面積を20 cm2とした場合に得られる中性子フラックス

は、2.34×1019 N cm-2 s-1 と求められた。計算に使用した各パラメータを表 3.3-4に示
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す。 
 
表 3.3-8 中性子発生量の計算結果 

パラメータ 物理量 備考 
電流値 (D+) 1 A=C/s  

重水素ビーム 6.25E+18 D+/s  

中性子収率@200MeV/u 3.74  文献 [68] 

中性子ビーム 2.34E+19 N/s  

 
 
核変換反応 
核変換反応に対する評価については、重水素ビームから発生した中性子がすべてブランケ

ット内で使用され、核変換を引き起こすケースとして評価した。 
また、本検討では、核変換効率10%に必要な加速器数を評価することとした。本検討で想

定されているターゲットはLiであり、通常、重水素ビームの照射ターゲットとして使用さ

れる場合に得られる中性子ビームのエネルギーは14 MeVとされている[68]。そのため、

(n,2n) 反応の応断面積をSr-90：1.5 b、Cs-137：1.8 bとした。 
核変換された核種の生成数は以下の式より算出した。（以下はセシウムのケース。ストロ

ンチウムも同様）。 
 
∆𝑁𝑁𝐶𝐶𝐶𝐶−136 =  𝛷𝛷𝑆𝑆𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝜎𝜎𝑁𝑁𝐶𝐶𝐶𝐶−137𝑥𝑥     (2) 
 
ここで、式(2) 中の係数は以下の通り 
∆𝑁𝑁𝐶𝐶𝐶𝐶−136

=
: 生成するCs-136の原子数(atoms) 

𝛷𝛷:  中性子束 (N cm-2 s-1) 
𝑆𝑆:  照射面積 (cm2) 

𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖:  照射時間（秒） 

𝜎𝜎:  反応断面積 (cm2) 

𝑁𝑁𝐶𝐶𝐶𝐶−137: ターゲット中に存在するCs-137の原子数(atoms cm-3) 

𝑥𝑥:  ターゲット厚み (cm) 
 
変換率𝑘𝑘は式(2) から求めた生成数を用いて以下の通り求めた。 

𝑘𝑘 = ∆𝑁𝑁𝐶𝐶𝐶𝐶−136
𝑁𝑁𝐶𝐶𝐶𝐶−137

= 𝛷𝛷𝑆𝑆𝜎𝜎𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑥𝑥     (3) 

 
計算より評価した結果を表 3.3-5および表 3.3-6に示す。ここで求めた照射時間から加速

器の基数を評価した。 
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加速器の稼働日数および基数の評価 
核変換工程はバッチ運転での工程とする。必要とされる加速器の基数は、加速器の稼働日

数（200日と仮定）を照射時間で除して求めた。年間の照射時間はブランケット中のSr-90
およびCs-137のそれぞれ10%を核変換できる時間とした。 
評価結果を表 3.3-5および表 3.3-6に示す。Sr-90およびCs-137の核変換に必要な加速器は

0.004基および0.010基と評価された。 
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表 3.3-9 ストロンチウム-90の核変換反応の評価結果 

項目 計算結果 
照射時間 (設定値) 70,000 s 

0.81 day 
核変換数 (Sr-89生成量) 1.68E+24 atoms 
Sr-90処理量 (原子数換算) 1.65E+25 atoms/y 
核変換率 10%  
必要加速器数 0.004 基数 

 
表 3.3-10 セシウム-137の核変換反応の評価結果 

項目 計算結果 
照射時間 (設定値) 170,000 s 

1.97 day 
核変換数 (Cs-136生成量) 3.97E+24 atoms 
Cs-137処理量 (原子数換算) 3.90E+25 atoms/y 
核変換率 10%  
必要加速器数 0.010 基数 
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加速器に求められる仕様 
本検討で核変換に使用する加速器は、参考文献[11]のような、ビーム電流が1A級の大電流

加速器である必要がある。 
この規模の加速器は現時点で国内外含め世界中を見渡しても存在せず、新たに開発が必要

となるが、核融合分野で類似の大電流加速器のニーズの高まりを受け、開発が着手されて

いる。 
本項では、核融合実験用に開発が進む2種類の大型・大電流線形加速器についてその概要

及び建設・運転コストの概算結果をまとめる。 
 
IFMIF (International Fusion Materials Irradiation Facility)0F18 
1）IFMIF/LIPAcの概要 
What is IFMIF – IFMIF/EVEDA 
核融合材料試験用中性子源は、核融合エネルギーの開発を成功させるための30年以上にわ

たる懸案事項である。核融合原型炉では、将来の核融合発電所と同様に、D-T(重水素-三重

水素)核融合反応により、14.1MeVのエネルギーで1018m-2s-1のオーダーの中性子束が発生

し、原子炉容器の第一壁と衝突する。 
IFMIF（国際核融合材料照射施設）は、2台の並列重陽子加速器により、Li(d,xn)核反応に

よりD-T核融合由来の中性子と同等の14MeVのエネルギー領域ににブロードピークを持つ

中性子束を生成し、20cm×5cmの液体Liスクリーンに衝突させる。ビームのエネルギー

(40MeV)と並列加速器の電流(2 x 125mA)は、核融合炉と同等の照射条件を得るために中

性子束が最大になるように調整されており、約1000個の小型試料を収容できる0.5リット

ルの容積を持つ。 
 日本とEURATOMの間の幅広いアプローチ協定(BA：Broader Approach)に基づく小試

験片試験技術の検証が成功すれば、核融合炉壁材として適切な材料の機械的特性評価を行

うことが可能になり、放射による材料の劣化のメカニズムの解明と放射線に対する耐性を

向上させた構成材料の設計につながると期待されている。 
 中性子照射機能を持つIFMIF-DONES1F19(IFMIF-Demo Oriented NEutron Source)の
建設予定地はスペインのGranadaである。2022年には建屋の建設をすでに開始しており、

2023年にDONES運営委員会が発足し、正式に計画が始動した。日本もオブザーバーとし

て参画している2F20。 
図3.3-5にIFMIFの建屋外観図を、図3.3-6にIFMIF加速器の概略図を示す。 

 
18 What is IFMIF – IFMIF/EVEDA 
19 IFMIF-DONES 
20 核融合中性子源について 

https://www.ifmif.org/what-is-ifmif/
https://www.ifmif.org/what-is-ifmif/
https://ifmif-dones.es/
https://www.mext.go.jp/content/20230724_mxt-kaisen_000031153_7.pdf
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図3.3-5 IFMIF建屋外観 
 
 

 
図3.3-6 IFMIF加速器の概略図 
 
 IFMIFの加速器施設は、各5MWの2本の加速器CW(continuous wave)重陽子ビームが、

200mm×50mmのフットプリントで、±9°の角度でオーバーラップして入射し、液体Li
ジェットに定常的な時間プロファイルを与え、深さ約20mmにブラッグのピーク吸収領域

を持つよう設計されている。 
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図3.3-5 IFMIF加速器およびLiターゲットの概略図 
 
 IFMIFの開発のために、日欧の合同開発チームは、国立研究開発法人 量子科学研究開

発機構 六ケ所フュージョンエネルギー研究所に線形加速器IFMIFプロトタイプ加速器

(LIPAc: Linear IFMIF Prototype Accelerator)3F21を建設中である。表 3.3-7にIFMIFお
よびLIPAcの仕様比較表を示す。 
  

 

21 Accelerator facility – IFMIF/EVEDA 

https://www.ifmif.org/accelerator-facility/
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表 3.3-11  IFMIF-LIPAc仕様比較表 
Primary Parameters LIPAc IFMIF 
Number of Linacs 1 2 
Duty factor CW CW 
Ion type D+ D+ 
Beam intensity on target 125 mA 2 x 125 mA 
Beam kinetic energy on target 9 MeV 40 MeV 
Beam Power on target 1.125 MW 2 x 5 MW 
RF Frequency 175 MHz 175 MHz 
Target material Cu Li 
Total length 34.0 m 84.7 m 
Injector length 5.0 m 5.0 m 
RFQ length 9.8 m 9.8 m 
MEBT length 2.3 m 2.3 m 
SRF Linac length 4.6 m 22.4 m 
Number of cryomodules 1 2 x 4 
HEBT total length 9.6 m 45.0 m 

 
六ケ所研のLIPAcは、IFMIF加速器検証施設の位置づけで、欧州と日本の協力の下、以下

の設備、機器を組合せ段階的に建設、試運転を実施している。 
欧州の機関（CEA、CIEMAT、INFN、SCK-CEN）が設計、製造、試験した加速器コン

ポーネント：インジェクター、高周波四重極（RFQ）、中・高エネルギービーム輸送ライ

ン、超伝導RFリニアック、ビームダンプ、175MHz RFシステム、ローカル制御システ

ム、ビーム計装 
日本が提供する施設：建物および主要な付属設備、中央制御システム、RFQカプラー 
 LIPAcは全長36mに及ぶ線形加速器であり、重陽子加速器としては世最大級のものであ

る。 
図3.3-8にLIPAcのレイアウトおよび各機器の供給元を示す。 
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図3.3-8 LIPAcのレイアウトおよび機器供給元 
 
LIPAcビームは、電子サイクロトロン共鳴（ECR）重陽子（D+）線源を用いた入射器で生

成される。低エネルギービーム輸送(LEBT: Low Energy Beam Transfer)ユニットに沿っ

て適切に収束・フィルターされた後、D+ビームはSRFリニアック内にある常伝導RFQと8
台の超伝導ハーフウェーブ共振器(HWR)の2つのシステムによって加速される。LIPAcで
は、ビームパラメータの制御と測定の後、D+電流はビームダンプ（BD）によって停止さ

れる。中性子発生のためのLiターゲット部分はLIPAcには設置されない予定である。 
これらのシステムの間には、中エネルギービーム輸送(MEBT: Medium Energy Beam 
Transfer)と高エネルギービーム輸送(HEBT: High Energy Beam Transfer)ラインがあり

エネルギーをあげながら下流のコンポーネントに輸送される。 
RFパワーシステムの一部であるアンプチェーンは、四極管をベースとしており、必要な

RFパワーを供給する。クライオプラントは、SRFリニアックの4.5Kの温度を冷却・維持

するために必要である。 
ビーム計装は、各サブシステムに含まれる診断に加えて、装置に沿って分散配置されてい

る。 
2010年3月に六ヶ所研に完成した建物は、加速器保管室、原子力施設仕様の暖房・換気・

空調（HVAC）エリア、放射線管理区域と非管理区域の熱交換・冷却水エリア、アクセス

ルーム、制御室、電源ラック、RFシステム（HVPSとRFパワーチェーン）、4K冷凍機用

の大ホールで構成されている。加速器設置建屋は、厚さ1.5mのコンクリート遮蔽壁と天井

で囲まれている。 
2）IFMIF-DONES建設・運転コスト 
 IFMIF-DONESの建設予算総額７億ユーロ(1ユーロ＝156円で換算すると約

109,200,000,000円)と試算されている。建設費のうち、スペイン50%、クロアチア5%、欧

州20%（見込み）を負担する予定である。 
また、加速器運転にも膨大な入力電源をはじめとする運営費用が必要であり、建設後の試

運転に5000万ユーロ(1ユーロ＝156円で換算すると約7,800,000,000円)必要と試算されて

いる。 
また、施設の使用期間中に年間5000万ユーロ(1ユーロ＝156円で換算すると約

7,800,000,000円)の運転費用も必要であり、スペインが10％を負担するとされている

4F22。 
 なお、IFMIF DONESでは最終的に２ビームラインを設置予定であるが、本コスト評価

ではビームラインは1ライン分の条件で算出されている。 
 
ムーンショット目標10の1A級加速器 
1）1A級加速器研究開発の概要 
文部科学省は、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）を研究推進法人として、ムー

ンショット目標10「2050 年までに、フュージョンエネルギーの多面的な活用により、地

 
22 The Spanish Government earmarks 40 million for the development of fusion 
energy technologies for IFMIF-DONES - IFMIF-DONES 

https://ifmif-dones.es/dones-updates/the-spanish-government-earmarks-40-million-for-the-development-of-fusion-energy-technologies-for-ifmif-dones/
https://ifmif-dones.es/dones-updates/the-spanish-government-earmarks-40-million-for-the-development-of-fusion-energy-technologies-for-ifmif-dones/
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球環境と調和し、資源制約から解き放たれた活力ある社会を実現」の達成に向けて研究開

発に取り組むことを、令和５年 12 月 26 日総合科学技術・イノベーション会議において

決定した。 
その後の公募にて、現在3件の研究開発テーマが選定されている5F23。令和7年2月14日、

ムーンショット目標10のキックオフシンポジウムが開催され、プログラムディレクターお

よび各テーマのプロジェクトマネージャーから計画概要が示された。 
このうち1件が「革新的加速技術による大強度中性子源と先進フュージョンシステムの開

発」であり、理化学研究所 仁科加速器科学研究センター 核変換技術研究開発室 の奥野 
広樹室長がプロジェクトマネージャーとして研究開発を進めている。 
当日の説明資料の抜粋版と類似の資料が、2025年4月17日（木）に開催予定の核融合分野

に貢献する加速器の仕様と実現可能性ワークショップ（ムーンショット目標10奥野プログ

ラムキックオフワークショップ）の資料として、以下のホームページに公開されている。 
Microsoft PowerPoint - 250112 MS10 
ホームページのプロジェクト紹介内容6F24およびキックオフシンポジウムでの説明と質疑

応答によると、本加速器の特長は以下の通りである。 
革新的加速器技術：加速器の大強度化とコンパクト化の実現 
大強度中性子源 
アンペア級ビームの革新的な加速器技術を確立し、現在開発が進められている核融合材料

照射施設（IFMIF）の10倍に達する中性子の発生量を可能とすることで、核融合炉の材料

開発を加速する。 
ビーム駆動型の核融合システム（先進フュージョンシステム） 
現状の中性粒子入射ではなく、自動サイクロトロン共鳴加速器(CARA)によりリング状に

ジャイロ加速されたイオンを直接プラズマに入射・加熱し、ビーム駆動型の小型核融合炉

の実現を目指す。 
 
図3.3-9にワークショップ資料内に提示されている世界の加速器性能の比較図を示す。 

 
23 目標10 フュージョンエネルギー｜プログラム紹介｜ムーンショット型研究開発事業 
24 プロジェクト概要 奥野 広樹 PM「革新的加速技術による大強度中性子源と先進フュージョンシス
テムの開発」 

https://indico2.riken.jp/event/5142/attachments/13393/20030/%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AF%E3%82%B7%E3%83%A7%E3%83%83%E3%83%97%E8%B3%87%E6%96%99%EF%BC%91r1.pdf
https://www.jst.go.jp/moonshot/program/goal10/index.html
https://www.jst.go.jp/moonshot/program/goal10/files/A1_okuno.pdf
https://www.jst.go.jp/moonshot/program/goal10/files/A1_okuno.pdf
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図3.3-9 世界の加速器性能の比較 
 
 
技術課題 
課題1：ビーム径：約10cmφ。よって、IFMIFで使用されているような狭いビーム幅で使

用する高周波四重極加速器(RFQ)が使用できず、RFQに替わる大口径ビームの加速を可能

にする低速部の新たな技術開発が必要。 
課題2：ビーム損失率（10-8）の要求を実現するため、最大ビームパワーを制限する必要

がある。１W/mの要求を実現するビームハロー(ビーム自身の空間電荷力や加速器内の非線

形性から生じる)の新しい解析手法の開発が必要。 
課題3：イオン源から１Aの重陽子ビームを引き出し、後段加速器に入射できるビームの質

である事を実証する。 
解決方法:：イオン源を作成し、テストベンチにて試験を行い、引き出されたビームの質を

測定。 
課題4:中速部、高速部の超伝導加速共振器の大口径化、ハイパワー化 
解決方法：: 実証機を1台ずつ製作し性能確認（製作方法、表面処理等がダイレクトに性能

に効く） 
課題5: 標的のアイディアを概念設計の段階へ進める。/三重水素生成効率の向上 
解決方法５：課題を抽出して、解決方法を見出す。/標的の材料、配置を工夫して三重水素

生成効率を向上させる。 
課題6: 電気効率の向上 
解決方法6-1： 次世代パワー半導体を用いた高周波アンプを取りいれて、電気効率の向上
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を目指す。 
解決方法6-2：高周波アンプ内に電気回収機構をつける事により電気効率の向上を目指す 
上記に加えて、IFMIF同様、ターゲット設計および除熱にも大きな課題がある。 
また、加速器運転の消費電力は1.2GWeであり、インプット電源として、既存の大型火力

発電所もしくは第三世代クラス以上の原子力発電所1基を隣接させ電源供給が必要であ

る。 
 
 
用途：1A重陽子線形加速器の使い途 
本加速器および開発した技術は、核融合材料開発を一気に加速させるとともに、核融合燃

料(初期装荷)用トリチウム製造、医療用RI製造、基礎科学研究、MAバーナーにも使用可能

とされている。 
開発工程 
2024年～2028年までの前半5年間で概念設計、基本設計を実施し、2028年～2033年の後半

5年間が詳細設計、社会実装用の実験装置の建設運転を開始する予定。 
 
上述のとおり、1A級加速器は今後ムーンショットプルグラムを通じて開発が進むため、本

プログラムの動向に注目していくことが重要である。 
     
 
2）1A級加速器研究開発の建設・運転費用 
 現状、１A級加速器建設、運転の試算結果はまだ出ていないが、建設費用の試算はまだ

新規開発項目が複数あることを考慮すると、見積の実施は概略見積であっても時期尚早で

ある。 
 運転費用については、加速器の運転に必要な消費電力を供給するだけでも1.2GWe級の

発電所1基(大型火力発電所もしくは第三世代クラス以上の原子力発電所)が必要であり、

IFMIFの年間78億円をはるかに上回るコストが発生すると予想できる。 
 
当該年度の到達点⑤：日本における原子燃料サイクル政策に関する議論の経緯と現状の解

明を進めた。 
 
実施項目⑤-1：関係者に対する聞き取り 
 
成果： 

2011年の福島第一原子力発電所事故などの重大な事象にもかかわらず、日本の原子力関

連政策、即ち原子力発電開発を進める方針や、「プルサーマル」と呼ばれる核燃料サイク

ルの実現を目指す方針は、過去数十年にわたり大きくは変らないまま継続されてきた。本

研究ではこれを政策の「固着性」と呼び、その要因について、これまで日本の原子力政策

形成に主要な役割を果たしてきた人物19名がどのように考えているかを明らかにするべ

く、インタビューを実施した。 
 
ここでは、「固着性」の要因についてまず自由に回答を求めた上で、予め用意した主要
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因（1-a. 原子力村内の癒着、1-b. サンクコスト、1-c. 外交要因、1-d. 地元との関係、2. 
「前進主義」、3. 代替案を議論する「風土」の不在、4. 透明性ある政策決定プロセスの

不在、5. 公益性に関する信念）について詳細に聞き取りをし、それらの要因の影響度を得

点化した上で、定量分析を実施した。インタビュー結果は表5-1の通りである。 
 
 

表5-1 インタビューの定量化結果 

 
 
 ここでは、これまで日本の政策は「固着していなかった」とする人々（グループA：政

策決定者グループ）と、「固着していた」とする人々（グループB：政策関与者グルー

プ）が明確に分れ、特に要因3、4、5などにおいて影響度の評価が有意に異なることが明

らかとなった。また、1-a.（癒着）は総じて影響度が極めて低いと評価される一方で、1-d.
（地元との関係）や5.（公益性に関する信念）の影響度が高く評価された。特に最後の要

因5、即ち「原子力発電や原子燃料サイクルが、長期的な視点に立った時に、エネルギー

需給の3E（エネルギー安定供給性、経済合理性、環境適合性）の達成に貢献する、という

『信念』を、科学者のみならず、政治家や産官学の多くの関係者が共有していることが、

開発方針の堅持に寄与してきた」という見方が特にグループBの間に強く見られたこと

が、既往の類似研究にはない本研究における発見である。 
 更に、グループA・B双方から、いわゆる「原子力村」のみでなく、その外部にいる批判

的観察者（C）、即ち原子力開発に反対する人々やメディアの側も「固着」しており、む

しろその人々が固着しているからこそ政策決定側も必然的に固着せざるを得ない、という

指摘が多く見られた。 
 これらの結果を踏まえ、A、B、Cそれぞれの見方は図5-1のようにまとめられた。 

1. Lock-In effect 2. 3. 4. 5.

1-a. 1-b. 1-c. 1-d.
Collusion within the

"nuclear village"
Sunk costs Foreign affairs Relationships with

the local community
G01 Government A/B-2 2 N/A 2 N/A 2 3 3 3

G02 Government A N/A N/A N/A 3 1 1 0 3

G03 Government A N/A N/A N/A 1 N/A 0 0 0

G04 Government A N/A N/A N/A 3 0 0 0 N/A

I01 Industry A 0 1 1 1 0 0 0 0

I02 Industry B-1 N/A 3 N/A 3 3 3 3 3

I03 Industry A N/A 0 N/A N/A N/A 0 0 3

I04 Industry B-2 N/A 2 N/A 3 N/A 2 3 3

I05 Industry B-1 N/A 3 3 3 2 1 1 2

I06 Industry B-2 0 N/A 2 N/A 1 3 3 2

A01 Academia-T B-1 N/A N/A N/A 3 1 2 2 3

A02 Academia-T B-1 2 3 1 3 0 1 2 3

A03 Academia-T B-1 N/A N/A N/A 3 0 2 3 2

A04 Academia-T B-2 N/A N/A N/A 2 2 2 3 1

A05 Academia-T A 0 N/A N/A 3 2 0 2 0

A06 Academia-T B-2 0 N/A 3 3 3 3 0 1

A07 Academia-T A 0 N/A N/A 2 0 0 0 0

A08 Academia-S B-3 N/A 3 3 3 1 2 2 3

A09 Academia-S B-3 0 N/A N/A 3 1 3 2 3

     Average 0.2 0.8 0.8 2.2 1.0 1.5 1.5 1.8

     Valid average 0.5 2.1 2.1 2.6 1.2 1.5 1.5 1.9

     Average (Group A) 0.0 0.1 0.1 1.9 0.4 0.1 0.3 0.9

     Average (Group B) 0.2 1.3 1.1 2.6 1.3 2.2 2.2 2.4

t-value 1.0 2.4 2.2 1.5 1.9 6.2 4.6 2.5

p-value 0.34 0.03 0.05 0.18 0.08 0.00002 0.0003 0.04

Absence of  culture
of discussing
alternatives

Absence of
transparent policy-

making systems

Belief that the
project benefits

the public

Code Background Group Technological
progressivism
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A（政策推進者グループ）         B（政策関与者グループ） 

 
C（批判的観察者） 

図5-1 各グループの視点 
 
 グループA（政策推進者グループ）の観点からは、確かに六ヶ所村等の地元要因は政策

の柔軟な変更を阻害する要因であるが、政策立案側はそれも含めて最良の政策を検討して

きており、それは「固着」とは呼ばれない。また、「風土」や「政策決定プロセス」につ

いても、現状が最善とは言わないまでも、そこに「固着性」があるとは認識していない。

但し、議論を公開すること自体が国民に影響を与え、政策の円滑な推進を阻害する場合に

は、不可避的に閉ざされた小さな場のみで議論を行うこともあり（但しその場合でも内部

では十分に議論がなされているために、「固着」はしていない）、そのような状況におい

てC（批判的観察者）の側の固着は考慮すべき重要な要因とはなり得るとされる。 
 これに対してグループB（政策関与者グループ）は、特に「風土」や「政策決定プロセ

ス」に起因する「固着」が見られたと考えている。また、ここでは「公益性に関する信

念」、つまり電力の安定供給を志向する「使命感」が「固着」の大きな要因となったとも

認識されており、ここでは「固着」は必ずしも常に悪いものとは考えられていない。 
 また、C（批判的観察者）の見方は既往研究やメディアの言説により確認することが可

能であるが、ここではグループA・Bは区別なく一体の「原子力村」と認識されており、こ

れが「固着」の元凶であると認識されている。 
 このように、既往研究等において「原子力村」と捉えられてきた人々の中にもグループ

A及びB、更にはその細分化といった構造が見られることが本研究により明らかとなり、更

原子力・原子燃料サイクルの必要性：検証済み

原子燃料サイクルの複雑性（地元など）：適切な対応が必要

代替案等の検討：内部で十分に対応、可能な限り平場でも行う

政策決定プロセス：審議会方式。完璧ではないが現状では最善。

A. 政策推進者
グループ

B. 政策関与者
グループ

C. 批判的観察者

「固着は存在しない」

外部への
公表を阻害

フラットな
検討を阻害

原子力・原子燃料サイクルの必要性：検証・反証可能

原子燃料サイクルの複雑性（地元など）：固着せざるをえない

代替案等の検討：十分に行われているかは疑問

政策決定プロセス：審議会方式＝改善の余地あり？

A. 政策推進者
グループ

B. 政策関与者
グループ

C. 批判的観察者

使命感に基づく信念

固着の一因

原子力・原子燃料サイクルの必要性：検証が不十分

原子燃料サイクルの複雑性（地元など）：利権に縛られる

代替案等の検討：ほとんど行っていない

政策決定プロセス：審議会＝「ただのガス抜き」

A. 政策推進者
グループ

B. 政策関与者
グループ

C. 批判的観察者

複合体
（原子力村）

恣意的な
誘導

癒着

無責任

全体的に固着

恣意的な
誘導



社会技術研究開発 
「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発 プログラム」 

令和６年度 「（プロジェクト名）」 
研究開発プロジェクト年次報告書 

 

81 

に、グループAとBとの間の断絶は彼ら自身が認識している以上に深刻であることもインタ

ビューの結果から明らかとなった。このため、まずはこのような構造を認識し、グループ

AとBとの間の対話を試みることがより良い政策立案のために必要であると考えられる。ま

た、少なくともグループBの側からは現状の政策決定プロセス自体に（悪い意味での）固

着性を生み出す要因があると考えられており、この点において改善を目指す余地は、少な

くとも可能性としてはあり得る。 
 更に重要な問題は、市民とのコミュニケーションをいかに強化するかである。これにつ

いては、グループA・Bともに、強く「固着」しているC（批判的観察者）との十分なコミ

ュニケーションは不可能に近い、との見解が多く見られた。但し、Cは必ずしも市民の意

見を代表するものではなく、むしろA・B・Cは何れも国民全体の中では少数派であり、特

にCに属すると考えられる従来のマスメディアは社会への影響力を失いつつある、との指

摘も今回のインタビューにおいてはなされている。従って、より良い政策は必ずしもCの

みでなく、より広い国民一般（必ずしも従来のCのように強固に「固着」はしていないと

想定される）を対象とし、その意見を的確に汲み取ることにより、原子力をめぐる状況や

国民意識の変化を十分に反映した合理性・柔軟性をもち得ることが期待される。 
 
当該年度の到達点⑥ ：関係者との意見交換の場を設定することで本プロジェクトの成果

に対するフィードバックを獲得するとともに、政策ニーズの吸い上げを実現した。 
 
実施項目⑥-1：関係者とのクローズドな意見交換の場の設定 
成果：  
関係者に対する聞き取りの成果概要を説明し、先方の意見を伺った。 
 
【第1回】 
日時：2024年12月25日 
出席者：松尾、木村、村上 
面談相手：電気事業者 元役員（1名） 
主な意見： 
 （原子力政策立案者や関係者だけでなく多様なステークホルダーとの対話が重要、に

関連して）対話の相手は誰でもいいわけではない。物事を広く聞ける、かつ一定以上

の教養レベルの人でないと、原子力・核燃料サイクル政策の是非について判断できな

いのではないか。 
 （意見を聞く対象者について）たとえば電力会社でも原子力部門以外の実務担当者と

か、事業として太陽光・風力を進めている人に話を聞いてみるのも良い。その中には

原子力に批判的な人もいるだろうが、そういう人もランダムで取り入れ、議論して、

それでも反対だと言うなら、それはその人の信念として耳を傾けるべき。また、若い

人を入れればよいというものでもなく、やはりある程度素養のある若い人を定期的に

有識者会議のメンバーなどに登用していくのがよいのではないか。 
 （その上で、世論形成のあり方として）一定以上のレベルの人たちは、それ以外の人

たちにも上手く話を伝えられるのではないか。聞いた話を正しく伝えてもらえなけれ

ば、全然違う方に進んでしまう。当事者はもちろんだが、そういう人達を議論に巻き

込んでいかなければならない。 
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 （対話の発信の仕方について）意見発信には新聞などのメディアをやはり頼りにせざ

るをえない。客観的に書いてくれる姿勢のメディアを発信媒体として使えばよい。 
 （核燃料サイクル政策が「固着」と呼ばれる原因に関して）サイクル政策や再処理工

場について事業者の責任が重すぎたのではないかと思う。化学の専門でない人が中心

となって進めることで、上手く進まなかったという所はあるのではと思う。元はとい

えば、国と電力（産業）との間で、どちらが主体となって原子力を進めていくかとい

う論争の結果、産業界は自分たちでできる限りやっていくという結論で押し通してし

まったため、国の言うことをある程度飲まざるを得なくなってしまった。その一つが

再処理工場ではないか。 
 （核燃料サイクル事業が停滞している要因について）例えばフランスのCOGEMAの

ような（化学専門の技術者をたくさん雇っている）形態とすれば、違ったかもしれな

い。今でいうJAEAの人が中心になって再処理施設の設計をしたが、絶対に失敗でき

ないというならCOGEMAのプラントをそのまま買ってくれば良かった。そうしなか

ったのは、産業界電力会社が再処理事業を軽く見過ぎていたのではないか。それが原

因で事業が長引いて、その後固着だと言われるようになったのではないか。 
 
【第2回】 
日時：2025年2月19日 
出席者：松尾、木村、村上 
面談相手：電気事業者団体職員（管理職）1名 
主な意見： 
 （特に電気事業者出身者に、固着の5要因のうち「公益性に関する信念」を挙げた人

が多かった点について）日米の協定や資源制約などがあり、現実的に考えると選択肢

はそれしかない、という消極的な考え方なのかと思った。 
 （「固着」に対する見方が原子力関係者の中でも割れている要因について）政府は決

める立場、産業界は決まったことに対して国策民営という立場で「政府の方針なら従

う」という立場。固着」というのも、与えられたものを実行しているだけの「固着」

と考える人もいるだろうし、政府が検討したうえで降りてきた話なのだからそうでは

ないと考える人もいるだろう。 
 （より良い政策としていくための情報発信、及び対象とする団体等について）今は

SNSなどもあるので、新聞に必ずしも頼らなくて良くなった。電気事業者では国民の

皆様に事実を知っていただくために電事連のウェブサイトやSNSの活用を進めてい

る。確信的反対派の考えを変えるために労力を費やしても仕方ないので、我々にとっ

てのターゲットは、やはり幅広い国民の皆様。多くの方はエネルギーを自分ごととし

て考えていないので、それを自分ごととして捉えていただいたうえで、賛成や反対を

考えていただければと思う。 
 （最近の若い世代の原子力への見方について）学習指導要領に放射線が入ってきたの

で、認識が変わってきたのかもしれない。やはり知識を身に着けたうえでご判断いた

だくのが良いと思う。 
 
 2024年度は、関係者への聞き取りで得られた成果概要を説明し、それに関連する意見を

聴取したが、成果の取りまとめ自体に主に時間を費やしたことから、核燃料サイクル政策
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をより良いものとしていくための具体的な方策・手段に関する意見交換は限定的なものと

なった。2025年度は公開のシンポジウム、及び政策提言に向けた非公開での議論にも時間

を取ることとしており、2024年度の成果を活用しつつ、より深掘りした議論と提言をして

いく予定である。 
 
（４）当該年度の成果の総括・次年度に向けた課題 

当該年度の到達点①：イギリスのCommittee on Radioactive Waste Management
（CoRWM）、フランスの議会科学技術選択評価局（OPECST）について、科学技術に関

する専門的知見や世論の政策決定過程への統合という観点から比較分析を行った。 
 
今年度は、ナショナルレベルの検討を行った。機関の目的、政策への影響、社会的意見

の取り込み方法などについて興味深い差異が観察された。ただし、日本の制度的文脈と大

きく異なるため、政策的示唆がどの程度得られるのか、については慎重になる必要があ

る。今後、ローカルレベルの機関相互の比較を通じて、日本への政策的示唆について検討

を加える予定である。 
 
当該年度の到達点②：コンジョイント実験を用いて、技術的要素が政策受容に及ぼす影響

について、専門家と一般市民の間で比較した。また、情報提供を行うことで、一般市民の

選好がどのように変化するのか、についても実験的に検証した。 
 
 当初、一般市民だけを対象にしていたコンジョイント実験を、専門家にまで対象を広げ

て実施することができた。また、情報付与の効果に関する実験的検証も実施できた。メン

バーの協力があってこそである。今後は、結果をとりまとめ、Energy Policyなどの国際誌

に投稿を進める予定である。 
 
当該年度の到達点③：熟議が人々の認識に与える影響の分析を行うためのデザインを検討

した。 
 
 当初はミニパブリックスを予定していたが、予算制約やロジスティクスの課題から現実

的ではないと判断し、AIを利用した熟議実験を計画することとなった。AIとの対話を通じ

た内的熟考を熟議の一種とみなすことができるならば、熟議実験の延長と位置づけること

が可能であるが、理論的には要検討である。原子力に特化した大規模言語モデルの専門家

との協働も進めることができ、AI実験自体は順調に進捗しているものの、熟議との関連性

について、今後、慎重に検討を進める予定である。 
 
当該年度の到達点④：原子燃料サイクルオプション評価のための社会受容評価項目を決

定、技術評価ロードマップ作成、及び高レベル廃棄物を無くすための技術検討を実施し

た。 
 
 概ね順調に進捗している。R5年度に実施した代表的な原子燃料サイクルオプション設定

の結果を踏まえて、技術的、社会的側面を考慮しつつ、原子燃料サイクルオプションを評

価するに適切な評価項目の選定を進めている。また、主要な原子炉、核変換に必要な加速
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器施設、多様な分離に必要な化学プロセスなどの要素技術に対し、R５年度作成した技術

評価データベースの技術的成熟度を社会実装レベルに成熟さえせるために必要な期間と予

算を評価するとともに、各原子燃料サイクルオプションを完成させるためのロードマップ

を作成した。さらに、各要素技術の組み合わせによるシステム全体としての性能を技術的

に評価することにより、高レベル廃棄物を無くすオプションに関する技術検討を行った。 
 今後の課題としては、評価に用いた属性や項目の継続的な妥当性の確認、コンジョイン

ト実験の精度向上、今回除外した評価項目の再検討が求められる。また、技術的実現性評

価手法の精緻化、経済性評価の定期的アップデートに加え、特にSr-Cs核変換システムで

は新規分離技術や加速器の性能向上といった具体的な技術課題への対応が必要である。さ

らに、社会的受容性を高めるために、評価結果を分かりやすく伝えるコミュニケーション

の工夫も重要となる。 
 
当該年度の到達点⑤：日本における原子燃料サイクル政策に関する議論の経緯と現状の解

明を進めた。 
 
前年度から継続して、原子燃料政策や原子力事業に携わった経験者や、政策決定プロセ

スに詳しい専門家を対象にインタビュー調査を実施した。これまでの調査でも、従来の理

解に再検討を迫る重要な知見が得られていたが、本年度はより広範な対象者へのヒアリン

グにより、得られた知見の妥当性をさらに高めることができた。これらの調査結果を論文

にまとめ、学術誌に投稿中である。 
 
当該年度の到達点⑥：関係者との意見交換の場を設定することで本プロジェクトの成果に

対するフィードバックを獲得するとともに、政策ニーズの吸い上げを実現した。 
 
上記成果に対するフィードバックを得るとともに、政策ニーズを吸い上げるため、引き

続き関係者との意見交換を行い、さらなるエビデンスの構築を進めた。今後も、各方面の

有識者からフィードバックを得、政策ニーズの吸い上げに努める。 
 
 
２‐３．会議等の活動 
 

年月日 名称 場所 概要 

2024 年 4 月

23日 
4月定例ミーティ

ング 
オンライン プロジェクトの目標を整理し、今

年度の実施項目について議論し

た。 
2024年5月8
日 

臨時ミーティン

グ 
オンライン 黒河委員とメンバーの森川氏とと

もに今後の計画について議論。 
2024 年 5 月

28日 
5月定例ミーティ

ング 
オンライン プロジェクトの進捗について確認

し、今後の方針を議論。 
2024年6月4
日 

臨時ミーティン

グ 
オンライン メンバーの深谷氏、西原氏、三輪

氏とコンジョイント実験について



社会技術研究開発 
「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発 プログラム」 

令和６年度 「（プロジェクト名）」 
研究開発プロジェクト年次報告書 

 

85 

議論。 

2024 年 6 月

18日 
6月定例ミーティ

ング 
オンライン プロジェクトの進捗について確認

し、今後の方針を議論。 
2024 年 7 月

23日 
7月定例ミーティ

ング 
オンライン プロジェクトの進捗について確認

し、今後の方針を議論。 
2024年8月3
日~4日 

合宿 東海村 プロジェクトの進捗について確

認。特にとりまとめの方針とシン

ポジウムの内容について議論。 
2024 年 8 月

22日 
8月定例ミーティ

ング 
オンライン プロジェクトの進捗について確認

し、今後の方針を議論。 
2024年9月1
日 

臨時ミーティン

グ 
オンライン コンジョイント実験の内容につい

て三輪氏、西原氏、深谷氏と議論。 
2024 年 9 月

17日 
総括AD面談 オンライン プロジェクトの進捗について報告

を行いフィードバックを得る。 
2024年10月
4日 

臨時ミーティン

グ 
オンライン コンジョイント実験の専門家調査

に関して議論。 
2024年11月
27日 

11月定例ミーテ

ィング 
オンライン プロジェクトの進捗について確認

し、今後の方針を議論。 
2024年12月
6日 

臨時ミーティン

グ 
オンライン 熟議実験に関する議論。 

2025 年 1 月

22日 
1月定例ミーティ

ング 
オンライン プロジェクトの進捗について確認

し、今後の方針を議論。 
2025年2月4
日 

臨時ミーティン

グ 
オンライン 熟議実験にAIを利用できないかに

ついて議論。 
2025年3月6
日 

総括AD面談 オンライン プロジェクトの進捗について報告

を行いフィードバックを得る。 
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３．研究開発成果の活用・展開に向けた状況 

特になし。 
 

４．研究開発実施体制 

（１）社会科学グループ（林 嶺那） 
法政大学大学院公共政策研究科・法学部政治学科 
 
実施項目①：海外事例の分析 
グループの役割の説明：本グループにおいては、日本に導入可能な政策案に関する示唆を

得るために、海外を中心とした原子燃料サイクル政策の検討を進める。今年度はナショナ

ルレベルの分析を進め、次年度はローカルレベルの分析を進める予定である。 
 
実施項目②：政策体系の整理 
グループの役割の説明：当該年度における本項目の実施項目はない。 
 
実施項目③：コンジョイント実験を用いた選好解明 
グループの役割の説明：コンジョイント実験を用いて、技術的要素が政策受容に及ぼす影

響について、専門家と一般市民の間で比較した。また、情報提供を行うことで、一般市民

の選好がどのように変化するのか、についても実験的に検証した。 
 
実施項目④：ミニパブリックスを用いた熟議の影響分析 
グループの役割の説明：熟議が人々の認識に与える影響の分析を行うためのデザインを検

討した。 
 
 
（２）自然科学グループ（ヤン ジングロン） 
日本原子力研究開発機構 高速炉・新型炉研究開発部門 
 
実施項目①：原子燃料サイクルオプションの検討 
グループの役割の説明：本グループにおいては、選択しうる原子燃料サイクルオプション

の選定を行う。 
 
実施項目②：技術・経済性の評価、ロードマップ作成 
グループの役割の説明：技術・経済性評価手法の整備を行う。特に、主要な原子炉、核変

換に必要な加速器施設、多様な分離に必要な化学プロセスなど、経済性評価における単価

を評価する際に必要な、建設費や運転費などの過去の評価結果や、推定可能な類似の施設

に対する評価結果などについて、文献調査レベルでデータベース化を行う。また、それぞ

れの単価の評価手法、スケール補正、エスカレーション補正に関する評価法及び、データ

ベースの整備を行う。 
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実施項目③：高レベル廃棄物を無くすための検討 
グループの役割の説明：高レベル廃棄物を無くすオプションに関する技術検討を行う。各

要素技術の組み合わせによるシステム全体としての性能を技術的に評価することにより、

各要素技術での性能を評価し、最終的な処理容量の評価を行う。 
 
 
（３）政策実装グループ（村上 朋子） 
日本エネルギー経済研究所戦略研究ユニット原子力グループ 
 
実施項目①：実務家とのネットワーク強化構築や対外的発信 
グループの役割の説明：当該年度に本プロジェクトを通じて生み出された成果に対するフ

ィードバックを得るとともに、政策ニーズを吸い上げるため、関係者との意見交換の場を

設定する。こうした意見交換を元に、さらなるエビデンスの構築を進める。 
 
実施項目②：日本における原子燃料サイクル政策に関する議論の経緯と現状の解明 
グループの役割の説明：政策の実装に際しては、過去の沿革や現状に関する適確な理解が

不可欠である。そこで、政策文書に基づき、原子燃料サイクル政策に関する歴史的経緯を

分析するとともに、関係者に対して聞き取りを行い、文書化されてこなかった定性的デー

タも並行して収集・整理し分析を加える。 
 
実施項目③：ライフサイクルモデルの構築 
グループの役割の説明：当該年度における本項目の実施項目はない。 
 
実施項目④：政策提案の取りまとめ 
グループの役割の説明：当該年度における本項目の実施項目はない。 
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５．研究開発実施者 

 
社会科学グループ（リーダー氏名：林 嶺那） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

林 嶺那 
ハヤシ レ

オナ 
法政大学 法学部 教授 

小松崎 俊作 
コマツザキ 

シュンサク 
広島大学 

IDEC国際連

携機構 
特任准教授 

森川 想 
モリカワ 

ソウ 
東京大学 

大学院工学系

研究科 
講師 

三輪 洋文 
ミワ ヒロ

フミ 
学習院大学 法学部 教授 

横山 智哉 
ヨコヤマ 

トモヤ 
学習院大学 法学部 教授 

 
 
自然科学グループ（リーダー氏名：ヤン ジングロン） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

ヤン ジングロン 
ヤン ジン

グロン 

日本原子力研究

開発機構 

高速炉・新型

炉研究開発部

門 

室長 GL 

松村 達郎 
マツムラ 

タツロウ 

日本原子力研究

開発機構 

原子科学研究

開発部門 

副ディビジョ

ン長 

深谷 裕司 
フカヤ ユ

ウジ 

日本原子力研究

開発機構 

高温ガス炉プ

ロジェクト推

進室 

研究主幹 

西原 健司 
ニシハラ 

ケンジ 
東京工業大学 

科学技術創成

研究院 
ゼロカーボン

エネルギー研

究所 

特定教授 
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政策実装グループ（リーダー氏名：村上 朋子） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

村上 朋子 
ムラカミ 

トモコ 

日本エネルギー

経済研究所 
電力ユニット 

上級エキスパ

ート 

木村 謙仁 
キムラ ケ

ンジ 

日本エネルギー

経済研究所 

電力ユニット

原子力グルー

プ兼研究戦略

ユニット研究

戦略グループ 

主任研究員 

松尾 雄司 
マツオ ユ

ウジ 

日本エネルギー

経済研究所 

計量分析ユニ

ット 
客員研究員 
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６．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 
６－１．シンポジウム等 
特になし。 
 
６－２．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 
特になし。 
 
６－３．論文発表 
 
（１）査読付き（0件） 

 
（２）査読なし（0件） 

 
 
 

６－４．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 
 
（１）招待講演（国内会議0件、国際会議0件） 
 
（２）口頭発表（国内会議0件、国際会議0件） 
 
（３）ポスター発表（国内会議0件、国際会議0件） 
 
 
 
６－５．新聞／TV報道・投稿、受賞等 
 
（１）新聞報道・投稿（0件） 
 
（２）受賞（0件） 
 
（３）その他（0件） 

 
 

６－６．知財出願（出願件数のみ公開） 
（１）国内出願（0件） 

 
（２）海外出願（0件） 
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